
は じ め に

――分析の視角――

インドは独立後長期にわたり�社会主義型社

会�イデオロギーの下に輸入代替工業化を基本

とする公共部門主導の硬直的な工業化政策をと

ってきた（注１）。しかし，１９９１年には外貨危機を

契機として構造改革が開始され，マクロ経済安

定化政策とともに，輸出入の自由化，工業生産

や価格の統制の撤廃など様々な経済自由化がな

されてきた。改革過程は経済学的視点から様々

な評価がなされているが，政治経済学的視点か

らの分析はまだ蓄積は少ない。改革の範囲が広

く，また各部門での進展が一様ではないことが，

研究の蓄積を遅らせている大きな理由のひとつ

であろう。このような状況のなかで本稿は近代

的工業部門のひとつである小規模工業部門（Small

Scale Industry: SSI）の政策が改革のなかでどの

ように変化してきたか政治経済的観点から分析

することを目標としている。

一般にインドの経済政策形成の政治は，経済

的既得権益層の影響力が決定的であるか，それ

とも政党や政治イデオロギーの影響が決定的で

あるか，という単純化された１次元に位置づけ

て考えると理解しやすい。この次元の一方の極

は，経済的に有力でそれゆえ政治的影響力が強

い既得権益集団またはその政治的代理が政治の

中心的な決定部分を押さえ，その集団の利害関

係にそって経済政策を決定するというものであ

る。他方の極は政権を押さえる政治アクターは

基本的に政治的自律性を持ち，経済政策の大枠

はその政治イデオロギーによって決められ，経

済的既得権益層とは関係なく決まるという考え

方である。多くの論者はこの理念的両極の中間

に位置づけられる。例えば，マルクス主義政党

の階級論（注２）や，近年ではバルダンの３有産階

級支配論などは相対的には第１の極に近い。う

ち，バルダンの，大資本，地主・富農層，官僚

など近代的都市部中間層，この３つの階級が支

配的として，その３者の相互作用によって経済

政策の政治が決まるとする説は，その単純性も

あって現在でも多くの研究者の間で一定の影響

力を持っている（注３）。バルダンは，確かに国家

において自律的な政治部門の存在を認めている

が，実際は彼の理論においてその比重は非常に

小さい［Bardhan１９８４］。
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次に，第２の極に比較的近い代表的研究者と

してコチャネックをあげることができる。長年

インドの政治と財界の関係を観察してきたコチ

ャネックは基本的認識として，独立以来，�社

会主義型社会�など経済政策の大枠の形成は

政治主導でなされ，特定の階級，経済団体な

どが決定的役割を果たしたことはなかったと

する［Kochanek １９７４］。また１９９１年の経済改

革以降，�インド産業連合会�（Confederation of

Indian Industry: CII）や�インド商工会議所連

合�（Federation of Indian Chambers of Commerce

and Industry: FICCI），�商工会議所協会�（Asso-

ciated Chamber of Commerce and Industry: Asso-

cham）などインドの代表的経済団体は確かに

９１年以前に比べより政策形成に積極的に影響し

ようとする傾向は見られるが，分裂的で集合的

行動をとることが難しく，基本的には政府の政

策に従属的とする。コチャネックは政治主導の

内容としてインド国民会議派（Indian National

Congress. 以下，会議派）など政党のイデオロギ

ー，官僚制の政治的既得権益化，ポピュリスト

的選挙政治から発する政府の行動などを指摘す

る［Kochanek１９９６］。またコーリーの考え方も

この位置に近く，インドのビジネス界の影響

力とは経済政策のコースを創る�議題設定�

（agenda setting）する能力ではなく，むしろ，

政治アクターが作った政策を受け入れるか�拒

否�（veto）するかという，いわば受け身の形

での影響力であるとする［Kohli１９８９，３１７］。

以上のような位置づけは方法論の差異を際だ

たせるが，しかし，実際の分析はほとんど例外

なく両極端の混合である。例えば，１９９１年の政

策転換の大枠はコチャネックのいうような意味

で政治主導で決定されたとしても，そこには一

方で有力財界の一定の影響力もあったことは間

違いない（注４）。また，政策の個別的な肉付けの

段階，例えば，特定品目の関税率，物品税の税

率などは特定の大企業，業界団体などのロビー

活動の影響が顕著である場合がおうおうにして

ある。従って改革を評価する場合，はじめから

上の次元で特定の方法論的位置を選択して演繹

的視点から実証的分析を行うよりは，むしろ各

分野で政治アクター，経済的既得権益層の相互

作用を実証的に分析し，それを踏まえて帰納的

にその分野の改革の政治経済学的な理論的位置

づけを行うほうが現時点ではより望ましいと考

えられる。本稿で SSIの事例研究はそのような

方法論に基づいてなされる。

そのような分析を進める際いくつかの注意す

べきポイントがある。まず，アクターのなかで

政党など政治的アクターの性格に注意する必要

がある。仮に外部から影響を受けないという条

件で，限定された数のアクターのゲームとして

経済政策の形成を捉えると，解は静的固定的な

ものとなる傾向が強くなる。しかし，現実の政

策形成は極めて動的である。そのようなダイナ

ミズムを与えるアクターが民主主義過程におけ

る政党である。政党は歴史的に形成された独自

のイデオロギーを持つ。また選挙で勝つことが

至上命題である限り当然のことながら�世論�

の制約を受ける，または逆に，例えばポピュリ

ズムというような形で人々の支持を集めること

ができれば政治的権力を拡大することができる。

このような形で政党は広範な政治経済変動を政

策形成の場に反映させる。従って，政党の比重

が高ければ政策決定は閉じられた場で限られた

数の既得権益層に限定されたゲームとはならな

いのである。またインドのような巨大かつ複雑
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な国の民主主義的政策決定過程においては決定

機構（政党，官僚制，様々な利害関係機関など）

は大きな慣性を持ち，それがゆえに政策の変更

には長い時間がかかるという特性にも注意する

必要があろう［Lewis１９９５，１６―５２，２９６―３０１］。

このような民主主義体制の政治の�オープン

性�や�慣性�が経済政策の変化が漸進的であ

ること（gradualism）の基本的理由である［Ahlu-

walia２００２］。このような特性を考慮することが，

経済的既得権益層の力が弱く，むしろ政党イデ

オロギーや�世論�の影響に敏感に反応して形

成されてきた政策分野での改革を考えるときに

重要となる。本稿の SSIの�生産留保制度�（pro-

duction reservation．以下，単に�留保制度�）は

まさにそのような例である。

最後に，改革が生身の人間によってなされる

以上，政策決定者の特有性も重要なポイントに

なる。インドの場合，改革が，少なくとも政策

レベルでは大きな進展を見せたことを，政治エ

リートの高い政治的能力や技術に帰する考え方

がある。しかし結論的にいうと本稿の事例研究

はそれに対し疑問を提示するものである（注５）。

インド民主主義体制過程における政治エリート

の能力に大きな評価を与える研究の最近の代表

的なものとしてジェンキンスの著作をあげるこ

とができる（注６）。ジェンキンスは１９９０年代前半，

中央政府レベルで経済自由化政策が大きく進展

したのは中央の政治エリート＝ラオ会議派政権

に経済改革の過程を政治的攻撃の的になること

から巧みに隠遮する能力があったから，そして

改革をめぐる既得権益層の複雑な利害関係を説

得，妥協，分裂などの巧みな戦術によって処理

し得る能力があったから，とする［Jenkins１９９９，

chap. 6］。しかし，これは過大評価のように思

われる。それに対して本稿の対象とする SSIの

留保政策の場合は，政治エリートの政治的能力

や巧妙さ，というよりも，現実の政治経済の変

動に敏感に反応するオープンな民主主義的政治

過程そのものが，政策の変更につながった事例

であると考える。

インドでは１９６０年代後半から７０年代の時期は

相次ぐ経済危機や政治の混乱を背景に，経済政

策の政治性，イデオロギー性は高かったといえ

る。インディラ・ガンディー会議派政権（１９６６

～７７年）の�社会主義型社会�（Socialistic pattern

of society）政策の急進化，ジャナター党（Janata

Party）政権（１９７７～７９年）の社会主義的および

ガンディー主義的イデオロギーが混合した農業，

村落家内工業・SSI重視などの政策はその典型

的なものであった（注７）。また大衆の政治化と政

党政治の混乱は，選挙政治において，例えば１９７１

年の総選挙のときインディラ会議派が打ち出し

た�貧困追放�など，ポピュリズム的スローガ

ンが人々に広く受け入れられる素地を作り出し

た（注８）。このような政治過程のイデオロギー性，

ポピュリズム性は SSI政策にも色濃く反映され

ざるを得なかった。

本稿は第Ⅰ節で自由化が開始される１９９１年ま

での留保制度の展開を政治との関わり合いにお

いて整理し，それをふまえて第Ⅱ節で１９９１年以

降の改革の時代における留保制度改革の政治経

済学的分析を行う。

Ⅰ １９９１年までの SSI政策の展開と

留保制度

一般に１９９１年以前は大規模な民間企業は�ラ

イセンス・ラージ�（許認可支配）ともいわれる
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硬直的で厳しい許認可行政の対象とされた。逆

に小工業部門（＝伝統的部門とされる�村落・家

内工業�＋近代的な SSI）はそのような規制の対

象外とされ，かつ，税制面などで様々な優遇措

置を受けることができるものとされた（注９）。こ

のような硬直した規制政策は民間大企業の成長

を歪め，同時に過度の優遇的政策の下で SSIが

大企業に成長するインセンティブを低下させ

た（注１０）。SSI政策のなかでも最も歪みの甚だ

しいとされるのは�留保制度�である［Lewis

１９９５，３２１―３２２］。これは特定の品目を SSIのみ

の生産に指定し，大規模工業を排除する制度で

ある。制度の形成過程の特色をまず整理したい。

歴史的に見るとインドの村落・家内工業や SSI

に対する産業政策は必ずしも包括的で整合的な

理念のもとに展開されてきたわけではなく，複

数の流れの集合といえよう。例えば民族運動を

率いたM・K・ガンディーが近代的大規模工業

に反感を抱き，共同体的農村を理想としたこと

はよく知られているが，そのようなガンディー

主義は，特に村落・家内工業政策に色濃く投影

されている。

また�社会主義型社会�イデオロギーも重要

な流れのひとつであった。そこでは公企業や公

的規制の下の民間大規模工業が資本財や中間財

の生産を担当し，伝統的な村落・家内工業部門

や SSIが，地域に密着した形で消費財の生産を

行うという分業体制が想定された。極めて後進

的でそれゆえに経済開発において国家の積極的

な役割を求める考えは民間大企業の間でも基本

的な支持があり（注１１），単に一部政党のイデオロ

ギーではなかった。その構図においては SSIは

伝統的部門と並んで労働集約的部門と想定され，

雇用という点で大きな役割を付与されることと

なった。この�雇用�という，極めて現実的で

差し迫った問題に対処するものとしてこの部門

が政策的に位置づけられたため，次第に�政治

的�に重要視され，様々な保護，育成策が累積

的に適用されていくことになる。

１．初期の村落・家内工業，SSI 政策

インドの最初の産業政策決議は１９４８年に出さ

れた（注１２）。これが１９５１年に開始された第１次５

カ年計画の指針とされた。そこでは小工業，特

に伝統的な村落・家内工業の重要性が強調され，

地域資源を有効に利用して消費財生産・供給に

大きな役割を果たすことが期待された。同決議

において小工業部門に大きな役割が期待された

のは，植民地支配と第２次世界大戦の混乱と疲

弊からの回復が何よりも求められ，�人々の大

部分が最低生活水準未満である場合，生産の拡

大こそが強調されるべきである�［Government

of India 1948, para. 2］との認識があったからで

ある。この時期は５カ年計画の展開のために制

度や政策が整備された時期でもあった。１９５０年

には中央政府の計画委員会が設置され，翌５１年

には１９４８年決議の達成を目標として民間部門の

投資，生産活動を動員し規制するために�１９５１

年産業（開発と規制）法�が制定された（注１３）。

これが民間の産業活動を規制する基本法となる。

同法は大企業の�不公正�な競争から村落家

内工業や SSIなどの小工業を守るべきとし，小

工業部門に対する後の留保制度の法的基盤を与

えた。SSIに対する政策に関しては１９５４年に，

小さすぎて１９５１年産業（開発と規制）法の直接

的な管轄下で扱うのは難しく，かといって伝統

的部門でもない�残差�としての SSIに対する

政策を審議する�SSI審議会�（Small Scale Indus-

tries Board）が中央政府に設置された（注１４）。ま

インドの小規模工業政策の展開
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た同年実施機関として�小工業開発機構�（Small

Industry Development Organisation）が設置され

た。これらの機関が中央政府の SSI政策で中心

的役割を果たすことになる。

第１次５カ年計画は全体的に独立インドの新

しい経済政策のフレームワークを提示するとい

うよりも，経済復興のためのプラグマティック

な諸政策の寄せ集めという性格が強かった。そ

こで小工業部門に期待されたのは明らかに�雇

用�であった。農業部門における雇用は人口増

加に対応できないとされ，小工業にその役割が

期待されたのである［Planning Commission１９５４，

３１５］。小工業部門に最も期待されるのが雇用で

ある，という点は現在に至るまで最も重要な点

である。しかし，その達成のためにどのような

保護・育成策があり得るかという点については

１９５０年代前半では手探り段階であった。そもそ

も独立時には近代的な SSIはほとんどまだ発達

しておらず，独立した政策の対象とはなってい

なかった（注１５）。従って伝統的な村落・家内工業

と近代的な SSIの政策的区別も絶対的なものと

して捉えられておらず，前者の近代化の結果が

後者であると捉えられ，技術供与などでその手

助けをするのが政府の重要な役割であるとされ

た［Planning Commission１９５４，３２５］。

また�留保制度�という形での SSIと大企業

の間の生産の分割という考え方もそれほど明確

になっていない。第１次５カ年計画では，大企

業が小工業と競り合う所では，採用されるべき

コースは両者が協同する�共同生産プログラ

ム�（Common Production Programme）を策定す

ることとされ，両者の�分割�ではなく，�共

同�関係を発展させることが求められた（注１６）。

もっともそれは大規模工業の生産制限を含むも

のであり，留保制度という概念とは連続性を持

つ（注１７）。

以上のような方向性は第２次５カ年計画にも

受け継がれる。同計画の小工業政策の骨格をな

したのは D・G・カルヴェを委員長とする�村

落，小工業（第２次５カ年計画）委員会�であ

る。同報告書では雇用拡大，工業の分散化，技

術の改善，地方の資源に基づく消費財の生産供

給などが�村落，小工業部門�の重要な課題で

あるとされた［Planning Commission１９５６］。注

目されるのは留保制度についての記述で，同報

告書はいくつかの特定の部門について雇用確保

などを理由として大企業の生産能力拡大を規制

する必要を説いているが，しかし一般的には同

制度が変化に対応できるものでなく，留保の範

囲を限定することも極めて難しいことをあげて

その拡大適用に反対している［Planning Commis-

sion１９５６，３１］。

１９５６年産業政策決議における小工業の位置づ

けはこの線に沿ったものである。同決議は，こ

れらの部門の発展を通じて国民所得のより公正

な配分，技術や資源の動員の促進などを期待し

たが，なによりも重要視したのは国家的緊急策

としての大規模な雇用の提供であった。そして

その目的を遂げるために期待され保護育成の対

象となったのが小工業のうちの近代的部門であ

る SSIであった。究極的目標はこの部門が近代

化して自立し，大規模工業と伍してやっていけ

るようにすることとされ［Government of India

１９５６，para.１３，１４］，大規模工業の生産制限と

いう形での保護，補助金支給，技術と信用の供

与などが提唱された。SSIがインド政府の視野

において次第に大きくなっていったことは全国

的経済団体として�インド小工業団体連合�
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（Federation of Associations of Small Industries of

India）が政府の支援で１９６１年に設立されたこと

からも推察できる。

２．SSI への留保制度の導入と拡大

以上のように１９５０年代においては小工業部門

に第１に求められたのは雇用という極めてプラ

グマティックな要求であった。伝統的な村落・

家内工業に適応される留保制度などは第１に雇

用を守ることを目的としていた。しかし，SSI

については，当時は未発達で，また，雇用など

緊急に対策が求められる業種も特定のものであ

ったことから，留保制度を一般化する方向性は

なかったといってよい。

SSIで留保制度が恒常的政策として導入され

るのは，会議派政権の人気が急落する１９６０年代

後半であった。留保制度は特定の業種，品目で

�選択的な�施策として１９６０年代はじめからイ

ンド小工業団体連合などによって求められてい

たが［Federation of Associations of Small Indus-

tries of India１９６１，２７―２８］実現を見ないでいた。

それが実現するのが表１のように４７品目が留保

された１９６７年である。留保品目数はその後１９７６

年まで１８０品目に拡大した。この政治的背景は

経済政策のイデオロギー化である。

インディラ・ガンディーは１９６６年に会議派政

権首班となったが，６０年代後半は６５，６６年の２

年続きの旱魃による食糧生産の不振などの経済

危機によって人気が低下し，また党内では保守

派との亀裂が深まっていった。そのため１９６７年

の総選挙で会議派は連邦，州レベルとも大きく

議席を減らし苦境に陥った。そのような苦境を

乗り越えるために同政権がとったのが，社会主

義的政策をさらに急進化することであった。１９６９

年の主要商業銀行の国有化，極めて規制的な１９６９

年独占禁止法や，７３年の外国為替法の立法化な

どがその典型的な例である。ところが民間大企

業に対する統制が強化されればされるほど，相

対的に SSIに対する政治的優先順位があがらざ

るを得なかった（注１８）。インド経済のおかれた厳

しい現実に緊急に対処する必要がある以上，雇

用ポテンシャルが大きいと考えられた SSIが重

視されざるを得なかったからである（注１９）。共同

生産プログラムの経験に対する否定的評価や留

保制度に反対する意見がすでに政府に提示され

ていたにもかかわらず［Government of India

１９６３，１１６―１１８］（注２０），留保制度が一般化した形

で導入されたのは，イデオロギー的変動と大衆

の支持を獲得するためのポピュリズムのいわば

副産物であった。

もっとも，１９７０年代までの会議派中央政権の

経済政策のイデオロギー的フレームワークは基

本的には輸入代替工業化戦略を基盤とする重化

学工業化であり，中心的経済主体はあくまでも

大規模な公企業であるべきという点では大きな

変化はなかった。従って SSIに�雇用�が期待

され一定の政策的力点がおかれるようになった

とはいえ，同部門に対する政策の変化は，留保

制度も含め急激なものではなかった（注２１）。しか

し次のジャナター党政権では様相が大きく変わ

る。

１９７７年の総選挙で会議派に代わって中央政権

についたジャナター党政権の経済イデオロギー

は先に述べたように社会主義，ガンディー主義

などの混淆したものであり，会議派の政策とは

一線を画するものであった。そこにおいては

�雇用�がさらに重要な政策目標となり会議派

の資本集約的戦略よりも，労働集約的で雇用創

造型の戦略が重視された［Janata Party１９７７，

インドの小規模工業政策の展開
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１４］。１９９０年代まで続く村落家内工業や SSI政

策が実質的に固まったのはこの時代であった。

その結果，農業部門や村落・家内工業，SSIに

相対的に高い政策的優先順位がおかれることと

なった［Government of India１９７７；Janata Party

１９７７；Times of India,Dec. 24, １９７７；Vakil 1979,

xxi］。民間の大規模工業部門には高度な技術を

要する資本財など，小工業部門では生産できな

いものについてだけその役割が期待されるにと

どまった。

表１ SSIのみにしか生産が許されない留保品目の数

告知の日付 留保品目数 留保からはずされた品目数 累積の純留保品目数

フェーズ Ⅰ

１９６７年４月１日 ４７ ４７

１９７０年２月１９日 ８ ５５

１９７１年２月２４日 ７３ １２８

１９７１年１１月１１日 ４ １２４

１９７４年２月２６日 ５３ １７７

１９７６年６月５日 ３ １８０

１９７８年４月２６日 ３２４ ５０４

フェーズ Ⅱ

１９７８年４月２６日 ８０７ ８０７＊

１９７８年１２月３０日 １ ８０６

１９８０年５月１２日 ２７ ８３３

１９８１年２月１９日 １ １ ８３３

１９８１年８月３日 ９ ８４２

１９８１年１２月２３日 ２ １３ ８３１

１９８２年１０月１４日 ３ ８２８

１９８２年１０月１９日 ９ ８３７

１９８３年９月３日 ３５ ８７２

１９８４年１０月１８日 １ １ ８７２

１９８５年５月３０日 ７ １４＊＊ ８６９

１９８６年１０月３０日 １ ７ ８６３

１９８７年２月１３日 １３ ８５０

１９８７年７月２０日 ３ ８４７

１９８８年３月１８日 １ ８４６

１９８９年３月３日 ３ １４ ８３５

１９８９年７月３１日 １ ８３６

（出所） Ministry of Industry（１９９７，１０１）．

（注） ＊ １９７８年に全国産業分類（National Industrial Classification）に従う品目分類に切

り替えられ，その過程で留保品目リストの数は５０４から８０７に拡大した。
＊＊３つの下位品目を含んでいるので，有効な品目数としては１１となる。
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SSI政策の第１の特徴は留保品目の大幅な増

加である。１９７８年４月には１８０から一挙に５０４に

拡大された（注２２）。それは�SSI，または，家内

工業が生産できるものなら何でも彼らに生産さ

せる�［Government of India １９７７］という考え

方からであった（注２３）。同時に SSIの定義が細分

化され零細工業（tiny industries）というカテゴ

リーがもうけられ，より優遇的な措置を受ける

こととなった。すなわち留保品目が大幅に拡大

されると同時に，従来の SSIの範疇をさらに細

分化し弱体な零細工業が相対的に大きな SSIに

よって圧迫されることがないように両者の間で

も競争を制限しようとした（注２４）。一方行政機構

も強化され，例えば１９７８年には，企業家や職人

の保護育成のために県レベルで統合的な行政サ

ービスを与える�県工業センター�（District In-

dustries Centres）（注２５）がほぼ全インドで整備さ

れることとなった。

ジャナター党政権においても，留保制度など

の保護策強化は雇用確保ということから正当化

され，会議派政権と基本的な連続性はあった。

しかし，留保品目数の大幅な増大や SSIの定義

の細分化，県工業センターの設置などの�画期

性�は，�雇用�という従来からの要因に加え

て，政権交替による政策イデオロギーの大きな

変化がなければ説明できないものである。ひと

つの仮定として何らかの SSI団体や SSIのロ

ビー活動がそのような�画期性�をもたらした

ということも考えられよう。確かに前述したよ

うにインド小工業団体連合などはすでに１９６０年

代から留保制度の導入と拡大を要求してきた。

しかし，その政治的影響力は弱いものであった。

またこの仮説ではなぜジャナター党政権の時に

�画期性�が現出したのかという疑問には答え

られない（注２６）。�画期性�を説明するためには

ジャナター党の政治的イデオロギーが説明変数

として重要であったといわざるを得ない。すな

わち，�社会主義�や�ガンディー主義�およ

びこれらのイデオロギーが向けられる大衆への

アピールという点から�画期性�は説明される

べきものである。

このような政策の急激な変更に対して，１９７９

年に崩壊したジャナター党政権に代わり復活し

た会議派政権は８０年の産業政策声明で，ジャナ

ター党政権は大規模工業部門と SSIの利益を対

立するものとして故意に分断したと非難した

［Government of India１９８０］。ジャナター党政権

の産業政策に批判的であったインディラ会議派

政権であったが，留保品目数も零細工業の定義

も元に戻ることはなかった。留保制度が貧困大

衆のための制度として政治的にアピールされた

以上，深刻な経済危機でもなければ政治的には

積極的に削減する方向には進まなかった［Dhar

２０００，３８０；Inoue１９９２，８６］。もっとも，１９８０年

代は同時に�社会主義型社会�や�貧困追放�

といったスローガンが実績を伴わず色あせ，経

済政策が徐々によりプラグマティックなものに

ならざるを得ない時期でもあった。これが深刻

な経済危機を媒介として１９９１年の構造改革，経

済自由化につながるのである。

深刻な経済危機は１９９０年に訪れた。湾岸戦争

によって出稼ぎ労働者から送金が途絶したこと

に端を発する外貨危機，経済危機である。ただ

し，より根本的な原因は社会改革の遅れや，国

家主導の�社会主義型社会�イデオロギーの政

策体系の非合理性などにあることは多くの為政

者，官僚の目にはすでに１９８０年代には明らかで

あった。自由化の試みはラジーヴ・ガンディー

インドの小規模工業政策の展開
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会議派政権（１９８４～８９年）期にアドホックかつ

個別部門でなされた。その試みは党内の政治的

反発もあって尻すぼみになるが，１９９１年の本格

的な改革の前段階となった（注２７）。このように構

造改革，経済自由化への転換の方向性は１９８０年

代後半に国内的に明らかであった。１９９１年に改

革が開始される要因として外貨危機を契機とす

る世銀や IMFの圧力といった外的要因は副次

的なものであったといえよう。構造的な経済危

機のなかで１９９１年の総選挙で勝利したラオ会議

派政権は構造改革に本格的に着手せざるを得な

くなる（注２８）。

SSI政策が�社会主義型社会�の政策体系の

なかに位置づけられてきた以上，その改革には

まず�社会主義型社会�からの転換が不可欠で

あった。１９９１年の構造改革の開始はこの部門の

改革のための必要条件のひとつが成立したこと

を意味した。不必要な官僚統制の排除，自由競

表２ 工業部門と管轄官庁

工業 監督・実施機関 管轄省・局

近代的部門

大／中規模工業 工業政策・育成局および工業開

発局（Dept. of Industrial Policy

and Promotion and Dept. of In-

dustrial Development）

SSI 小工業開発機構

（Small Industries Development

Organisation）

小規模工業・農業関連工業・村

落工業局（Dept. of Small Scale,

Agro & Rural Industries）

動力織機 繊維局長

（Textile Commissioner）

繊維省（Ministry of Textiles）

伝統的部門

カディー・村落工業

（Khadi and Village

Industries: KVI）

カディー・村落工業委員会

（Khadi and Village Industries

Commission）

小規模工業・農業関連工業・村

落工業局（Dept. of Small Scale,

Agro & Rural Industries）

手織機

（Handlooms）

開発局長（手織機）

（Development Commissioner

〔Handlooms〕）

繊維省（Ministry of Textiles）

絹織物

（Sericulture）

中央絹評議会

（Central Silk Board）

繊維省（Ministry of Textiles）

手工芸

（Handicrafts）

開発局長（手工芸）

（Development Commissioner

〔Handicrafts〕）

繊維省（Ministry of Textiles）

椰子繊維

（Coir fibre）

椰子繊維評議会（Coir Board） 小規模工業・農業関連工業・村

落工業局（Dept. of Small Scale,

Agro & Rural Industries）

（出所） Ministry of Industry（１９９７，２６）．
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争の促進という潮流のなかで，すでに経済的に

は様々な面で非合理な制度であることが明らか

となっていた留保制度（注２９）に変化を促す大きな

圧力がかかることになる。この点の検討に進む

前に SSIの概略と留保制度の経済的な評価を簡

単に整理しておきたい。経済改革の過程で留保

制度が政策としていかに議論されることになる

か理解するためには，その経済的評価の要点を

知ることが必要だからである。

３．SSI の発展と留保制度

はじめに SSIの位置づけを簡単に説明したい。

工業部門全体は表２のように大まかに伝統的工

業か近代的工業かによって，そして規模別で分

類され，各々の官庁の監督，規制の対象とされ

る。本稿の検討対象である SSIとは行政的には

小工業開発機構の監督下にある。現在，SSIは

基本的に他の企業の子会社や所有となっていな

い企業で，土地や建物への投資を除いて機械類

および装置類に対する粗資本投下額が１０００万ル

ピー以下のものと定義される。これは広義の定

義であり，この部門に対する規制，保護・育

成策が時代とともに細分化される過程で範疇

も表３のように関連工業（ancillary industries），

零細工業（tiny industries），輸出志向工業（export-

oriented industries），小規模サービス企業（small

scale service industries），小規模サービス・ビ

表３ SSIの定義の変化 （単位：１００万ルピー）

小規模工業
（SSI）

関連工業 零細工業 輸出志向工業 小規模サービ
ス企業（１９９１
年に右範疇に
統合）

小規模サービ
ス・ビジネス
企業

１９９１年にお
ける定義

機械類およ
び装置類に
対する粗資
本投下額で
定義。

SSIの中でも生
産物またはサー
ビスの５０％以上
を他の企業の投
入財として供給
している企業。

機械類および
装置類に対す
る粗資本投下
額で定義。立
地の制限なし。

生産開始３年
までに年間生
産量の３０％以
上を輸出する
企業。

工業生産に関
係するサービ
スを供給する
企業。

工業生産に関
係するサービ
ス，ビジネス
を供給する企
業。

１９５０年 ０．５０＊ － － － － －

１９６０年 ０．５０ １．００ － － － －

１９６６年 ０．７５ － － － －

１９７５年 １．００ １．５０ － － － －

１９７７年 ０．１０ － － －

１９８０年 ２．００ ２．５０ ０．２０ － ０．２０ －

１９８５年 ３．５０ ４．５０ － －

１９９１年 ６．００ ７．５０ ０．５０ ７．５０ 右に統合 ０．５０

１９９７年１２月 ３０．００ ３０．００ ２．５０ ３０．００ 右に統合

１９９９年４月 １０．００ １０．００ 右に統合

（出所） 二階堂（２００１，１３）．ただし一部修正。

（注） ＊動力を用いる場合は５０人以下，用いない場合は１００人以下という制限があった。
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ジネス企業（Small Scale Service and Business In-

dustries）などに分化している。SSIが輸入原材

料の確保などの保護育成策を受けるためには県

工業センターなどに登録する必要がある。しか

し，自ら申請しない限りは多くの場合行政に補

足されない。

SSIの範疇（注３０），そしてそれらの範疇に対す

る行政が複雑に分化したのは，ひとつには SSI

に対する政策の展開が，基本的にアド・ホック

であったからである。すでに見たように１９５０年

代から６０年代中頃までは同部門は政策的には

�社会主義型社会�政策のなかでマイナーな

�残余�の部門であった。また，１９７８年のジャ

ナター党政権での小工業重視も体系的，合理的

なものではなく，政治的なアピールをねらった

ものであった。もうひとつの重要な理由はこの

時期までに近代的な SSIが成長し経済のなかで

重要な地位を占め，次第に注目を集めるように

なった点である。例えば SSIは輸出すなわち外

貨獲得のために重要な役割を果たすようになっ

た。このため輸出促進という観点から�輸出志

向工業�という範疇が作られ，一般の３倍の資

本規模でも SSIと認定され様々な優遇措置を享

受できるようになった。また小規模のサービス

やビジネス部門が SSIに包摂されるようになっ

たのも，これらの部門が生産部門と密接な関係

にあることからその重要性が認識されたからで

ある。

表４は１９９０年代の SSIの発展を示す表である。

これらは基本的に自己申告を通じて小工業開発

機構に把握されているもののみの集計値である。

自己申告による登録が様々な問題を抱えるため

統計の精度には一定の限界があるが（注３１），大よ

その傾向は把握できるであろう。SSIの企業数

は１９９０年代に約２００万から３１０万に増加し，雇用

は１２９８万人から１７１６万人に増加している（注３２）。

また生産額は１９９０／９１年固定価格で１．６０兆ルピ

ーから２．８９兆ルピーに成長しトレンドで年率

９．３％の高い伸び率を示している。また，輸出

への貢献は全輸出総額の約３３から３５％を占める。

このように SSIは今や経済で重要な地位を占め

る。これがこの部門の改革政策に注目が集まる

表４ １９９０年代における SSIの発展

年
工場数

（万）

生産額（億ルピー） 雇 用

（万人）

輸 出

（億ルピー）時 価 １９９０／９１年固定価格

１９９１／９２ ２０８．２ １７，８６９．９ １６，０１５．６ １，２９８．０ １，３８８．３

１９９２／９３ ２２４．６ ２０，９３０．０ １６，９１２．５ １，３４０．６ １，７７８．４

１９９３／９４ ２３８．８ ２４，１６４．８ １８，１１３．３ １，３９３．８ ２，５３０．７

１９９４／９５ ２５７．１ ２９，３９９．０ １９，９４２．７ １，４６５．６ ２，９０６．８

１９９５／９６ ２７２．４ ３５，６２１．３ ２２，２１６．２ １，５２６．１ ３，６４７．０

１９９６／９７ ２８５．７ ４１，２６３．６ ２４，７３１．１ １，６００．０ ３，９２４．９

１９９７／９８ ３０１．４ ４６，５１７．１ ２６，８１５．９ １，６７２．０ ４，４４３．７

１９９８／９９（暫定値） ３１２．１ ５２，７５１．５ ２８，８８０．７ １，７１５．８ ４，９４６．１

（出所） Small Industries Development Organisation（２０００）．
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大きな原因である。次に留保制度の位置づけを

把握しておきたい。

SSI全体で約８０００［Planning Commission１９９９，

Vol.2, chapter 5, para. 5.83］の品目が生産されて

いるといわれる。そのなかで留保品目はどの程

度の比重を占めるのであろうか。表５は業種別

SSIにおける留保品目の生産額の割合を１９７２年

と８８年の２時点の SSIセンサスのデータから見

たものである。SSIの全生産額に占める留保品

目の割合は１９７２年で約２４％，留保品目数が大幅

に増えた８８年時点でも約２９％にしかすぎない。

留保品目は両時点間で急速に拡大されてきたに

もかかわらず，SSIによる留保品目の生産はそ

れに見合った拡張を示していない。これには２

つの原因が考えられよう。

まず，制度自体に大きな抜け道があって，留

表５ 業種別 SSIにおける留保品目の生産額の割合

業種 全国産業分類（NIC）２桁／業種名

１９８８年 １９７２年

留保品目数
留保品目の生
産割合 （％）

留保品目数
留保品目の生
産割合 （％）

２１＆２０ 食料品 １７ ３５．８５ ０ ０．００

２２ 飲料，タバコおよびタバコ製品 １ ０．２０ ０ ０．００

２３ 綿織物 ０ ０．００ ０ ０．００

２４ ウール，絹および絹混縫，繊維織物 ０ ０．００ ０ ０．００

２５ ジュート，麻およびメスタ織物 ０ ０．００ ０ ０．００

２６ メリヤス製品および衣服 ３１ ８０．１１ ０ ０．００

２７ 木製品 １４ ５６．８５ ２ ２０．５８

２８ 紙製品，印刷物 ３０ ２４．７９ ０ ０．００

２９ 革製品 １７ ４６．８６ ２ １２．０６

３０ ゴム，プラスチック製品 ９９ ３０．９２ ７ ３２．４３

３１ 化学および化学製品 １６６ ２９．７４ １９ ２６．５５

３２ 非金属鉱物製品 ３９ １４．４７ ８ ２８．７５

３３ 基礎金属製品 １４ ４．１８ ０ ０．００

３４ 金属製品 １３１ ４２．６２ ６２ ４９．０６

３５ 電気製品以外の機械類，部品 ５５ ８．８３ ２ ３２．７６

３６ 電気製品および部品 ５９ ８．５７ ２２ ３７．５５

３７ 輸送機器および部品 １０２ ２３．８０ ４８ ８．５８

３８ その他様々な製造業製品 ６８ ３５．２２ ５ ６４．３１

９７ 修理サービス ０ ０．００ ０ ０．００

９９ 他に分類されないサービス ０ ０．００ ０ ０．００

OT その他 ０ ０．００ ０ ０．００

全工業 ８４３ ２９．３６ １７７ ２３．７１

（出所） Ramaswamy（１９９４，M-２０）．

（注） 業種名加筆。

インドの小規模工業政策の展開

13



保品目が生産されている場合でも留保品目とし

て補足されない場合がある。特に大企業による

場合が問題である。代表的な抜け道として２つ

の場合がある。ひとつは留保品目でも生産の３０％

以上を輸出に回している場合，大企業でも生産

が規制されない点である。このような大企業は

本来輸出用に生産された場合でも余剰部分をし

ばしば国内市場に闇で回すことがあり，それに

よって留保制度を有名無実化している場合があ

る。次に留保品目として指定される以前に大企

業がその品目の生産を行っている場合，工業省

から�生産継続�（carry on business）ライセン

スを取得すれば引き続き生産が許可される。こ

の場合，品質，ブランドなどの面で大企業がマ

ーケットで有利な地位をすでに確定していれば

SSIとの競争で優位性を継続でき，一方で留保

制度によって他の大企業の参入を阻止できるの

で結果として当該大企業はその品目について独

占または寡占的な地位を継続できるということ

になってしまう（注３３）。しかも多くの場合そのよ

うな企業は需要に応じて生産能力の稼働率を上

げることによって生産増強を行うことができる

し［Ministry of Industry １９９７，２１］，時には

実際上それ以上の生産を行っている場合もあ

る（注３４）。またそもそも行政は厳しく監督，規制

する能力を持たないため，大企業は工場を名目

的に分割したり，様々な方策によって SSIに分

類されるようにしている例がある。�ベナーミ

ー�（名前を騙る）と呼ばれるこのような不法

行為は相当広範囲に行われていると推測され

る（注３５）。

次に大企業の参入がない場合でもそもそも当

該留保品目に対する需要が伸びない場合は当然

SSIの成長は鈍い。例えば，SSIでシェヤーを

伸ばしている２００品目の内，留保品目は４８品目

にすぎないという報告もある［Ramaswamy１９９４，

M-２０］。留保品目にはもともと成長に期待が持

てない品目が多く含まれているのである。また

留保制度はあくまでも供給面における規制策で

あり，それによって新たな需要を喚起すること

はない。留保制度は輸入代替工業化という大枠

のなかで�幼稚産業保護論�として擁護された

場合もある。しかし以上のように留保品目が非

留保品目に比べてより速く成長するということ

はなかった。

以上のように留保制度は経済的観点から多く

の非合理な側面があることは明らかである［Ten-

dulkar and Bhavani１９９７］。本稿の焦点は留保制

度をめぐる政策的展開の分析であるから，経済

的評価についてはここではカトラックの的確と

思われる計量分析の紹介にとどめたい。これは

小工業開発機構が行った１９８８年の２回目の SSI

センサスのデータに基づいて行った統計的検証

である。

同氏によれば，第１に，留保制度によって留

保品目を生産する SSIの工場数は増加した。こ

れは大工業部門との競争から保護されるために

参入が容易であることを示しているのと，個々

の工場の大規模化に制限が設けられているため，

市場での需要拡大には工場数の増加で対応する

ことになるためである。第２に，主に留保品目

を生産する工場は，そうでないものよりも高レ

ベルの生産能力を持つが，その稼働率はかなり

低いことが示される。これは留保制度によって

大企業との激しい競争から保護され技術的に未

熟であっても，また，生産能力を必ずしも有効

に利用していない企業でも生存する余裕がある

からである。第３に留保制度は SSIを保護し倒
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産を防ぐことには貢献していない。最後に留保

制度は，SSIの生産量および雇用の拡大に効果

があったかどうか統計的に確認できない一方で，

それが大規模工業部門の生産および雇用を制限

したことで全体的に見ると経済的福利厚生には

負の効果となったのではないかと考えられる

［Katrak１９９９］。経済的評価としては１９９０年代

にはこのような否定的評価が一般的になったと

いってよいであろう（注３６）。

このような留保制度の否定的評価の定着が，

１９９１年以降の構造改革と経済自由化への大転換

の時期には，品目削減，そして，原則撤廃を視

野にいれた方向へのシフトへの原動力となる。

しかしその政治過程は決してストレートなもの

ではなかった。次の節では経済自由化のなかで

留保制度をめぐる政策的展開を検討し，その政

治過程の特質を抽出したい。

Ⅱ 経済自由化と留保制度

１９９１年の総選挙の結果，政権に復帰したナラ

シンハ・ラオ会議派政権は７月２４日に新しい産

業政策声明，８月１３日に貿易政策声明を出して

構造改革，経済自由化への転換を明確にした。

しかしこの２つの政策声明の間，８月６日に出

された SSIについての政策声明は相対的に目立

たなかった。その最大の理由は声明が産業政策

声明や貿易政策声明のように大胆な政策変更を

含まなかったからである。同声明では成長と近

代化が目標とされ，許認可規制のさらなる自由

化，また雇用の最重視などが示された。雇用促

進の具体的政策としては工業生産に関連するサ

ービス部門で零細工業の定義を満たす企業は零

細工業に分類し育成を図ることなどがうたわれ

た。しかし政策を具体化するための法律や規制

の改正は，�SSIの不利益とはならないように

なされる�とわざわざ明示され，また，留保制

度について何も述べられなかった［Government

of India１９９１a］。特別な声明が出されたことで

SSIに関する政府の関心の高さは示されたが，

それはむしろ構造改革を開始するにあたって SSI

を急進的改革の対象としないことを言外に示し

安心感を与えるためになされたという政治的性

格が強い。留保制度についても１９９０年代前半は

政府レベルでの議論は目立たなかった。しかし，

改革につながる検討は開始されている。

留保制度は１９５１年産業（開発と規制）法によ

って規制されるが８４年の改正によって法定の留

保制度審議会（Advisory Committee on Reserva-

tion）が設置され，これが留保制度について審

議を行う。同審議会は１９９５年８月に再構成され

小規模工業・農業関連および村落工業省の事務

次官（Secretary）が委員長に就いた。新たな審

議会は留保品目の見直しを行う委員会を発足さ

せることになる。これは１９８７／８８年の SSIセン

サスの報告が９２年に公になり，留保品目に指定

されているにもかかわらず実際は SSIで生産が

行われていない品目が多くあることなど様々な

問題点が指摘されたこと，留保制度が経済自

由化，特に輸入自由化の流れのなかで批判さ

れる場合が多くなってきたからである。この結

果設置されたのが商業省の事務次官補（Addi-

tional Secretary）ヴィジャヤラガヴァン（T. S.

Vijayaraghavan）を委員長とする官僚レベルの

委員会であった（注３７）。

１．ヴィジャヤラガヴァン委員会

委員会の主要課題は留保品目の見直しであっ

た。見直しでは SSIの利益，生産の最小経済規

インドの小規模工業政策の展開
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模，技術の近代化の必要性，全インド的かつ国

際的な競争力，生産性，消費者利益，輸出入政

策との関わり，労働集約的であるかどうかなど

を考慮することが求められた。同委員会は１９９６

年に最終報告を審議会に提出し９１品目を留保品

目から解除し（de-reservation），５６品目につい

て名称を適切に改正するよう求めた［Govern-

ment of India１９９６，List I and II］。報告書では

留保品目見直しに関してどのような議論が官僚

の間でなされたかかいま見ることができる。２

つの例をあげよう。

第１例は革製品に関してである。商業省代表

は輸出促進のために全ての革製品を留保品目か

ら外すことを主張した。高度な技術を備えた大

企業が進出し輸出を拡大することを期待したか

らである。しかし小工業開発機構代表は革製品

をリストから外すことは大量の失業者を生み出

すとして反対した。結果的に勧告では革製品４

品目の留保解除が勧告された。第２例は機械工

具類である。この分野では高品質の製品を生産

するための投資規模は SSIの限界を超える傾向

がある。また留保制度が適用される以前に操業

していた大企業３，４社の独占市場である場合

が多いが，それらの企業は多種多様な工具を

十分に供給できない。これらの理由から委員

会の大勢は留保を解除することを主張した。

これに対して，小工業開発機構の代表はSSI

は十分な質の製品を供給できるとして解除に反

対した［Government of India 1996, “Rationale for

Changes in Reserved Items Recommended by the

Committee”］。結果的に１４品目が留保解除を勧

告された。この２例から，商業省などが貿易自

由化と競争力の増強という見地から留保品目を

できるだけ削減しようとしているのに対して，

小工業開発機構は留保制度を守ろうとする姿勢

が明確である。

以上のように，貿易自由化と競争力増強は確

かに留保品目改訂のひとつの重要な要因であっ

た。しかし全体的に見ると勧告では留保解除を

勧告した品目と輸入自由化品目との相関はほと

んど見られないことから（注３８），その要因が特別

に重要視された，というわけではないと考えら

れる。その意味では同委員会の議論は中途半端

なものであった。留保制度をめぐる政策議論の

転換点は次に述べる１９９７年のアビド・フサイン

（Abid Hussain）報告書である。世界貿易機関

（WTO）でインドは貿易自由化へのコミットメ

ントを表明し，１９９６年１２月に数量制限撤廃に基

本的に同意した。これが議論を加速する重要な

ポイントとなった。

２．アビド・フサイン委員会と統一戦線政府

１９９７年１月に提出された�小企業に関する専

門委員会報告�，通称アビド・フサイン（委員

長）委員会報告［Ministry of Industry１９９７］は

経済自由化との関連で SSI政策の全般的な見直

しを検討したものである。同報告書は SSI（注３９）

の経営の最大の困難性は金融，技術，マーケテ

ィングなどであるとし，さらに，従来の SSI政

策の非合理性，歪みを批判した。

同報告書が最も批判的であったのが留保制度

である。留保制度は SSIに期待された保護を与

えることもできず，自己矛盾した制度であると

非難した。とりわけ問題としたのが，数量制限

撤廃など貿易自由化との関連である。WTO体

制の発動によって貿易における数量規制が２００１

年までに撤廃されることとなり，留保品目も国

際競争に晒されるからである。その結果，外国

の多国籍企業は留保品目に参入できるのに国内
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大企業は参入できないという極めて非合理な事

態に陥ってしまう。しかも関税も低率化の方向

に進まざるを得ないから，留保品目を国際的競

争から保護する機能は低下せざるを得ない（注４０）。

同報告書によるとそのような留保品目は５５０品

目以上にのぼるという［Ministry of Industry

１９９７，７５］。このような点をふまえて報告書は

留保制度の全面的廃止を勧告した［Ministry of

Industry１９９７，１９―２３，７３―７６］。保護ではなく競

争力の強化政策を求めたのである。もっとも同

時に留保品目の解除によって深刻なダメージを

被る恐れのある部門には移行措置として信用供

給など政府は支援�パッケージ�を与えるべき

とも述べられた［Ministry of Industry１９９７，７６

―７７］。

アビド・フサイン報告の一部は政府に受け入

れられ，２月には統一戦線（United Front）政

府工業大臣のマラン（Murasoli Maran）は SSI

の行政的定義を改訂し，粗資本投下額の上限を

１９９１年の６００万ルピーから３０００万ルピーへ，零

細工業の上限も５０万ルピーから２５０万ルピーと

大幅に引き上げる決定を行った（注４１）。また輸出

志向工業の定義を緩和する決定もされた。同大

臣はインフレ，ルピーの切下げ，外国為替変動，

資本財の国際的価格の高まり，SSIの技術の近

代化を理由としてあげたが，基本的理由は SSI

が輸出に大きく貢献していることからその近代

化，競争力強化が望まれたからであった。SSI

に認定される上限が一気に５倍にもなったこと

で既存の多くの中規模の企業は SSIの優遇措置

の恩恵に与かれることとなったが，逆に資本規

模の小さい�本来�の SSI，零細工業は規模の

大きい企業との競争で圧迫を受けることになっ

た。

しかし留保制度の廃止は実現しなかった。１９９７

年２月にはマラン大臣は全面的撤廃は現状では

無理であり，漸進的な解除を行うべきとの見解

を示した（注４２）。結果的に留保解除は４月に１５品

目という極めて限定的な形で行われただけとな

った（注４３）。留保制度に関して勧告が中途半端な

形でしか受け入れられなかったのは，統一戦線

政府が弱体で（注４４），留保制度から利益を得てい

る SSI，関係機関などの抵抗や反対を政治的に

無視することができなかったことが一因である。

例えば，予算国会直前１月における財務省大

臣チダンバラン（P. Chidambaram）への陳情で，

小規模工業経済団体の代表の１人であるイン

ド小規模工業連盟（Confederation of Small Scale

Industries of India）会長サリーン（Sudarshan

Sareen）は留保品目の削減は行わないこと，多

国籍企業や国内大企業が SSIの範疇に含まれる

ことを阻止するために上限の改訂は１０００万ルピ

ーに留めることなどを覚書で要求したが，政府

はあからさまな否定的態度はとれなかった（注４５）。

サリーンは留保制度廃止の勧告が実施されるよ

うなことがあれば全国的アジテーションを組織

すると表明し政府に圧力をかけた（注４６）。また州，

特に後進州からも反対の意思表示がされた。例

えば最も後進的な州のひとつのオリッサ州選出

の会議派議員ガイクワード（Udaysingrao Gaik-

wad）は，SSIの定義を一挙に５倍にし，輸出

志向工業の定義を緩和する決定をしたことに対

して，それは本来の SSIに優先されるべき便益

享受を中規模または大規模な企業にも許すこと

になると連邦下院で厳しく批判した。また留保

制度は政府の産業政策の中核として維持すべき

と主張した（注４７）。

留保制度の存続を頑強に主張する，このよう

インドの小規模工業政策の展開
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な�既得権益層�についてはアビド・フサイン

報告も大きな注意を払っている。報告書は�化

学および化学製品�，�金属製品�，�輸送関連部

品�，�ゴムおよびプラスティック製品�などの

特定業種に留保品目が集中しているのは業界の

何らかの政治的影響力によるものと見なしてい

る［Ministry of Industry１９９７，１０２］。また官界

も含めて SSIをめぐる政治的ロビーの構図を表

６のように示した。経済団体としては大企業の

利益を代表する CIIや Assochamが留保制度

廃止を主張しているのに対し，比較的に中小規

模の企業の利益をも代表する傾向がある PHD

商工会議所（Punjab, Haryana, Delhi Chamber of

Commerce and Industry）（注４８）は留保制度維持を

表明している。また，ヴィジャヤラガヴァン委

員会の場合と同様に小工業開発機構も撤廃反対

派に位置づけている。

アビド・フサイン報告にもかかわらず，留保

制度の緩和は関連経済団体や政府部局の抵抗に

よって結局中途半端な形でしか実施されなかっ

た。しかし，その重要性は過小評価されるべき

ではない。第１に，統一戦線政府は，SSIや村

落家内工業と直に向き合うところの州レベル政

党の連合という性格が強く，一見，小規模工業

団体などの圧力に影響されやすいと考えられた

が，それにもかかわらず１５品目が留保解除され，

SSIを定義する投資上限も５倍に拡大された。

また統一戦線政府の中心となったジャナター・

ダルは１９９６年の総選挙で留保制度の保持を掲げ

ていた［Janata Dal １９９６，７，１２］。しかし同党

が他の政党と連合政権を組織する過程で合意し

た�基本共通プログラム�では留保制度への言

及は消え（注４９），より現実的な政策運営を行うこ

とを示さざるを得なくなっている。小工業重視

を最も重要な政策として掲げた政権でも留保制

度を無条件で継続することは困難になったこと

がわかる。

第２に重要な点は，決定が政権が極めて不安

表６ アビド・フサイン報告書による留保制度をめぐるロビーの構図

留保制度撤廃反対派 経済団体 United Cycle and Parts Manufacturers Association, Ludhiana

PHD Chamber of Commerce and Industry, New Delhi

Tamil Nadu Association of Cottage, Tiny and SSI, Chennai

Maratha Chamber of Commerce and Industry, Pune

中央官庁 小工業開発機構

留保制度部分的また

は完全撤廃容認派

経済団体 Karnataka Small-scale Industries Association, Bangalore

Confederation of Indian Industry, New Delhi

Associated Chamber of Commerce and Industry, New Delhi

中央官庁 Department of Science and Technology, New Delhi

Department of Economic Affairs, New Delhi

特定品目についての

留保制度撤廃派

特定個別企業

（出所） Ministry of Industry（１９９７，１０６―１０８）より筆者作成。
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定化した時期に行われ得たことである。同年３

月３０日に外部からガウダ（Dev Gowda）統一戦

線政権を支持していた会議派が政治的思惑から

支持を撤回したため，４月１１日に同政権は連邦

下院の過半数の信任を確保できず退陣し，代わ

ってグジュラール（I. K. Gujral）統一戦線政権

が４月下旬に成立する。このような政治的に極

めて不安定な時期にもかかわらず，留保制度の

緩和が決定され得た。以上の２点が示すのは留

保制度に関係する既得権益の抵抗は政治的には

それほど強力なものではないということ，そし

て，この分野の改革において政権の不安定性が

あっても一定の方向性（＝留保解除）をとらざ

るを得ないようにする強い要因があった，とい

う点である。その要因とはすでに国際的に明ら

かにした数量規制撤廃のコミットメント，特に

輸入における数量規制撤廃の不可避性であった。

もちろんそのような要因の発現は政治的決定

というフィルターを通じてのみなされる以上，

政権のイデオロギーや政治情勢によって�揺ら

ぎ�が生じざるを得ない。この点は統一戦線政

府が最終的に崩壊し，インド人民党（注５０）（Bhara-

tiya Janata Party: BJP）連合政権が成立した１９９８

年から９９年の第２次 BJP連合政権である国民

民主連合（National Democratic Alliance）政権が

成立する過程で浮かび上がる。

３．BJP連合政権と S・P・グプタ委員会

統一戦線政権が崩壊したあと１９９８年３月に連

合政権を成立させた BJPはヒンドゥー主義団

体である民族奉仕団（Rashtriya Swayamsevak

Sangh: RSS）と極めて密接な関係にある政党で

ある。同党は経済政策的には�スワデシー�と

いうインド特有の経済ナショナリズムを掲げて

きた。これは�自立，国産品愛用�という意味

であるが，ガンディー主義的要素が加味され大

工業よりも小工業優先という意味合いも加わっ

た概念である。また同党の伝統的支持基盤層は

高カースト，社会上層，都市部の中小の企業や

自営業者が重要であるといわれ（注５１），そのこと

も伝統的に小工業の保護育成策に重点をおく要

因となっていた。従って自由化を明確に求める

アビド・フサイン報告には批判的であった。２

月の総選挙の選挙綱領においてはアビド・フサ

イン委員会は SSIの困難な状況に注意を払って

ないと批判し，投資上限３０００万ルピーの下方改

訂や，労働法改正による零細部門への行政によ

る�嫌がらせ�解消などを唱えた［Bharatiya

Janata Party１９９８］。

もっとも BJPが政権につく現実的展望が開

けた１９９０年代中頃以降には留保制度は表７に示

されるように，少なくとも全国レベルの決議に

おいては言及されなくなり，よりプラグマティ

ックな政策をとる方向性が示されつつあった。

他の政党と連合を組むため選挙後に合意された

連合政権綱領たる�統治のための国民的課題�

でも留保制度への言及は示されなかった［National

Agenda for Governance１９９８］。しかし，新政権は

連邦議会下院で過半数ぎりぎりで，また，連合

に参加する政党間の関係も不安定であったため，

支持団体に敏感であらざるを得ず，そのため伝

統的なイデオロギー的政策をあえて示す必要が

生じたことは後の事態の推移が示すとおりであ

る。

すなわち，首相に就任した BJPのヴァジペ

イー（Atal Behari Vajpayee）は４月２９日には，

�小工業会�（Laghu Udyog Bharati: LUB）（注５２）が

主になって組織された全国大会で，３０００万ルピ

ーから１０００万ルピーへの投資上限の引き下げ，

インドの小規模工業政策の展開
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留保品目の解除方針の再検討などアビド・フサ

イン報告の見直しを示唆した（注５３）。LUBは１９９４

年にナーグプルで RSSが中心となって組織さ

れた団体で BJPと密接な関係にある。�スワデ

シー�を掲げ政治的に活発なロビー活動を行っ

ている（注５４）。BJPは選挙綱領において，統一戦

線政権の SSI政策の自由化に批判的で，より伝

統的な保護的政策を表明していたし，また，議

会で弱体（注５５）であったため支持団体の要求には

敏感な�姿勢�をとらざるを得なかった。

しかし，�姿勢�が�行動�に移るためには

さらなる政治的圧力の注入と，政治状況の変化

がなければならなかった。最も大きな政治的圧

力となったのは RSSを通じて党と密接な関係

をもつ諸団体からの圧力である。なかでも�ス

ワデシー覚醒運動�（Swadeshi Jagaran Manchi:

SJM）（注５６）の運動は大きな圧力となったことは

間違いない（注５７）。SJMも RSS関連団体で１９９１

年１１月にナーグプルで成立した組織である。

�スワデシー�を掲げ無差別なグローバリゼー

ションに反対することがその特徴である（注５８）。

連合政権が成立した後，SJMは１９９８年９月か

ら翌年２月にかけて積極的に運動を展開した。

９月から１０月にかけて全インド３００あまりの県

（district）で�スワデシー宣揚行進�（Swadeshi

Chetna Yatras）を大々的に行い政府のグローバ

リゼーションへの動きを牽制した。また１９９９年

１月下旬にはデリーで LUBなどと共催で�ス

ワデシーまつり�を大々的に組織しヴァジペイ

ー首相をして，開会の辞を述べさせることに成

功している（注５９）。

以上のように，BJPの従来からのイデオロギ

ー的自己規定および BJPのいわば�身内�（注６０）

の団体からの圧力によってヴァジペイー政権は

１９９９年２月には SSIの投資上限を，以前から

�姿勢�として示していたように，３０００万ルピ

表７ BJPの全国レベルの会合の決議文で SSIに対する生産留保制度が言及された会合，１９８１～１９９９年

年 月 日 開催地 会合の種別

１９８２ ２ １２，１３，１４ Bhuvaneshwar 全国執行委員会（National Executive）

１９８２ ６ ４，５，６ Surat 全国代表委員会（National Council）

１９８３ ８ １９，２０，２１ Patna 全国執行委員会

１９８４ ３ ３１，４月１，２ Ahmedabad 全国代表委員会

１９８４ １０ １２，１３，１４ Pune 全国代表委員会

１９８７ ７ ２４，２５，２６ New Delhi 全国執行委員会

１９８８ ７ １，２，３ Jamshedpur 全国執行委員会

１９９０ ７ ２１，２２，２３ Madras 全国執行委員会

１９９１ ２ １，２，３ Jaipur 全国大会（Plenary Session）

１９９２ ４ １２，１３ Delhi 全国執行委員会

１９９４ ３ ２０，２１，２２ Hyderabad 全国執行委員会

（出所） Bharatiya Janata Party（２０００）．

（注）�言及�は内容的には生産留保制度の拡大またはより厳格な適用を求めたもの。同制度の縮小または撤廃
を求める�言及�はない。
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ーから１０００万ルピーへ引き下げることを決定

し，４月から実施した。同じ４月には BJP連

合政権はタミル・ナードゥ州の AIAドラヴィ

ダ進歩連盟の支持を失い崩壊したが，ヴァジペ

イー管理内閣は SJMや LUBなどからの圧力も

あってアビド・フサイン報告が示した改革＝自

由化の方向性を見直す姿勢を続けた。それが５

月の S・P・グプタ委員会の任命である（注６１）。

これは計画委員会の下で SSI政策を見直すため

に設置された委員会である。アビド・フサイン

委員会報告のわずか２年後に新しい委員会が設

立されたのは強く自由化を求めるアビド・フサ

イン委員会報告に対して，政治的バランスをと

るためであったことは間違いない。

同委員会の中間報告はアドヴァーニ（L. K. Ad-

vani）内務大臣を議長とする小規模工業関連大

臣グループに２０００年７月に提出された。この大

臣グループの目的は自由化・数量規制撤廃とい

う環境のなかで SSIの転換を支える政策パッケ

ージの作成，および，段階的，秩序だった留保

解除のロードマップを検討することであった

［Planning Commission２００１a，１６４］。この大臣グ

ループの審議を経て翌８月に，税制面や信用供

給における優遇措置などを内容とする�SSIお

よび零細工業部門に対する包括的政策パッケー

ジ�［Ministry of Small Scale Industries and Agro

& Rural Industries２０００］（注６２）が，小規模工業関

連団体を集めて組織された大会で大々的に発表

されることになる。ヴァジペイー首相は大会で

�グローバリゼーションの挑戦を受けて立ち，

品質を改善し競争に有効に立ち向かわねばなら

ない。我々はあなた方の努力を引き続き支援す

る�［Ministry of Small Scale Industries and Agro

& Rural Industries２０００，１４］と演説を締めくく

った。政治的にはパッケージはグローバリゼー

ションとそれを推進する政府に対する SSIや零

細工業の不満を和らげるためのものであったこ

とは間違いない。そしてグプタ委員会中間報告

はそのような結論に正統性を与えるベースとな

ったのである。S・P・グプタ委員会の最終報

告は２００１年２月に提出されたが，その基調は自

由化後の小規模，零細工業の厳しい状況，雇用

の伸び悩みを認識した上での報告となった。留

保制度については，雇用に対する影響，生産と

輸出への貢献などを重視してWTO体制の下で

も基本的に継続するが，状況に応じて，定期的

にその存続を見直すとした。これに関連して，

一方で，皮革製品や既製服など輸出や近代化の

ために必要な場合は特別に投資上限を１０００万ル

ピーから５０００万ルピーへあげることも検討され

るべしとした［Planning Commission２００１b，９９―

１００］（注６３）。

以上のようにグプタ委員会報告をめぐる政治

的プロセスはスワデシー・ナショナリズムを掲

げる党関連団体への譲歩＝懐柔策として重要な

意味を持った。しかし，一方では�パッケー

ジ�による自由化への適応の支援，および留保

品目の段階的，選択的な解除を明確にすること

によって，自由化とグローバリゼーションの不

可避性を穏健な形で関連団体に認識させること

になったといってよい。政治イデオロギー的に

はスワデシー・ナショナリズムへの譲歩，経済

的には自由化・グローバリゼーションへ SSIの

認識を適応させるという一見矛盾する機能をグ

プタ委員会のプロセスは果たしたといってよい。

この２つの方向性は究極的には矛盾するもので

あるから，時間がたつにつれてどちらかの方向

へバランスはシフトせざるを得ない。結論的に
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いうとそれは後者の方向へのシフトであった。

この点を分析しよう。

４．自由化・グローバリゼーションへの適応

と留保制度

自由化・グローバリゼーションへの対応とい

う問題は単に SSIの問題ではなく，民間大規模

工業，さらには公共部門も含む経済構造全体の

問題である。上で述べたグプタ委員会の政治的

プロセスと並行して１９９９年以降，規制一般の緩

和を求める報告が相次いでなされ，次第にスワ

デシー・ナショナリズム的な議論を�薄める�

政治的環境が作り出されていく。

議論の焦点は競争力強化であった。競争力の

向上のため法制度で大きな問題となるのが，極

めて硬直的な１９６９年独占禁止法であった。この

法律の改廃も含めて企業間の公正な競争を促進

し，産業の競争力を底上げするための競争法を

立法することを検討したのが，１９９９年に報告書

を提出したラガヴァン（S. V. S. Raghavan）委

員会であった。同委員会が SSI政策について最

も問題としたのはやはり留保制度であった。こ

の点について委員会は大企業の参入が許される

ような体制を作ることを明確に勧告した。また，

貿易で原則として自由輸入品目である�一般輸

入開放許可�（Open General Licence）品目につ

いては留保制度の撤廃を提案した［Ministry of

Law, Justice and Company Affairs１９９９，１４，２４］。

ただし，急激な競争の導入には委員会内でも異

論があって SSIの痛みなどを考えれば数年かけ

て徐々に行われるべきとの意見も示された［Min-

istry of Law, Justice and Company Affairs１９９９，

８６］。

また，計画委員会でもグプタ委員会報告を除

けば近年の議論では留保制度原則撤廃論が徐々

に優勢になりつつあった（注６４）。例えば１９９９年に

２年遅れで政府に採択された第９次５カ年計画

では SSIの重要性を認める一方で，政策を自由

化に向けて転換する必要性が示された。最も問

題にされたのは留保制度である。留保品目８２２

の内，すでに一般開放ライセンスの対象となっ

ているのが約６００あり，これらの品目について

は早急に留保の解除が必要なこと，また留保解

除で競争にさらすことによって技術や品質の改

善が期待されること，なにより，現状では留保

制度は一部の企業のための特権的な制度になっ

てしまっているが SSI全体をサポートする一般

的政策が必要なことなどが述べられ，政策転換

が促された［Planning Commission １９９９，Vol.2,

chapter 5，para. 5.83］。

さらに，�雇用機会�の状況および雇用対策

を検討するため１９９９年１月にM・S・アールワ

リア（Montek S. Ahluwalia）を委員長として設

置された計画委員会のタスク・フォースの報告

ではさらに明確な方向性が勧告された（注６５）。ア

ールワリアは経済自由化論者として知られ，ラ

オ会議派政権期から政府に重用されてきた人物

である。２００１年６月に提出された報告書では，

予想されたように雇用は経済自由化を通じて創

られるべきものとして，さらなる改革が勧告さ

れた。留保制度についても２００５年までに�段階

的�（phased manner）に撤廃すべきという考え

が示された［Planning Commission ２００１b，８，８７

―９０］。このような明確性のゆえにアールワリア

報告は副産物として政治的に大きな反発を引き

起こした。SJMや連合政権幹事でサマター党

（Samata Party）（注６６）のフェルナンデス（George

Fernandes）国防大臣は同報告に鋭く反発し，

報告に対抗するため計画委員会にグプタ（先に
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述べた委員会の委員長と同じ）を委員長とする委

員会を設置させるように働きかけた（注６７）。その

結果９月に設置されたのが�第１０次計画期にお

いて年間１０００万人の雇用創造を目標とする特別

グループ�［Planning Commission２００２］（注６８）であ

る。しかし同委員会は２００２年５月に報告書を提

出したものの，内容的には目立った政策変更を

要求するようなものではなかった。

一方，２００１年９月に採択された第１０次５カ年

計画（２００２～２００７年）に対するアプローチ・ペ

ーパーは，留保政策が非合理で多くの分野で輸

出能力の形成を阻害したという，いくつかの専

門家委員会の結論を例にあげ，同制度は段階的

に縮小するべきとの考えが示された。ただし雇

用に対する影響は注意深く考慮されるべきとし

た［Planning Commission ２００１c, para. 3.44］。

さらに留保制度撤廃を当然のこととした上で

SSI政策の基本的変更にまで踏み込んだ考え方

も政権の中枢で見られるようになっている。例

えば１９９８年８月に経済のグローバリゼーション

にどう対応すべきか審議するため首相を長とす

る内閣レベルの�貿易と工業に関する審議会�

が作られた（注６９）。同審議会は CIIなど産業界も

含め，関連団体の意見を集約するため分科会を

設け２０００年４月に報告書を提出している。これ

らの分科会でも貿易自由化に向けて，繊維，化

学工業など大きな雇用を抱える部門を含めて SSI

の留保制度廃止を求める意見が強く打ち出され

た。注目すべきは従来の SSIと大企業の垣根を

撤廃するような要求がなされはじめたことであ

る。例えば，�伝統的工業の復興�分科会では

税制，金融面で小工業部門に対する優遇措置は

今まで乱用されてきたし，その効果は実際は非

生産的であるとして差別的制度の是正が求めら

れた［Prime Minister’s Council on Trade and In-

dustry 2000, 5］。また分科会�どのようにして

インドはグローバリゼーションの陥穽を避けう

るか�の報告書では SSIの定義の変更が勧告さ

れ，従来の投下資本額による定義から雇用者数

による定義に改め３００人以下の労働者を雇用す

る工業を SSI，および３００を越えて５００人以下の

規模を中規模工業とするように提案している。

規模の違いを資本から雇用者数に改め，しかも

上限を３００人というかなり高い規模に設定した

ことはもし実現すれば資本集約的な�小規模�

工業の成長に大きく貢献するものと考えられる。

以上のように，政治的性格が強い２つのグプ

タ委員会報告はあるものの，全体として政策議

論は自由化とグローバリゼーションを前提とし

た政策へ確実にシフトしていると考えることが

できる。留保制度については１９９７年以降は，９７

年４月に１５品目，９９年２月に９品目，２００１年１

月に１品目，２００１年６月に１４品目（注７０），そして

２００２年５月の予算で５１品目が解除されて７４８品

目となっている。２００１年以降，留保解除が加速

する傾向を示しているが，これらの留保解除は

数量規制撤廃という要因と自由化のなかでいか

に企業の近代化と輸出産業を強化するかという

観点からなされていることは明らかである。

例えば２００１年１月の留保解除は既製服（ready-

made garment）である。インドで既製服が輸出

品目として極めて大きな可能性を持つことはい

うまでもない。これは同年４月の数量規制撤廃

に備えてなされたものであることは明らかであ

るが，同時にこの分野に海外からの直接投資を

呼び込み技術競争力の強化をねらった措置でも

あった（注７１）。また２００２年５月の５１品目の留保解

除の理由として小規模工業担当大臣ラージェ

インドの小規模工業政策の展開
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（Vasundhara Raje）は，技術進歩，専門性の増

進，規模の経済性を促進するためと明確に述べ

ている［Vasundhara Raje２００２］（注７２）。

最後に以上のような自由化議論の浸透に対し

て関係アクターの対応を簡単に整理したい。

表８は２００１年５月３１日に開催された第４６回の

小規模工業審議会の議論で見られた立場の�表

出�である。これと表６，本稿の今までの説明，

その他の資料から総合すると以下のようなポイ

ントが浮かび上がってくる。

第１に主要政党の立場を確認しておきたい。

政権に近く実際的な政策が要求される全国政党

の中枢では，個々の議員の立場とは裏腹に１９９１

年からの経済改革，自由化の潮流を否定するこ

とは現在では難しい。従って留保制度について

は選挙民から大きな反発をかうような目立つこ

とはしないが，改革は不可避との認識が一般化

しつつあるといってよい。そして SSIへの支援

は，金融支援，原材料の供給，技術支援などに

よってなされるべきとの主張が一般的になりつ

つあると考えてよい。例えば１９９９年の連邦下院

総選挙では，BJPを中心とする国民民主連合の

綱領では SSIに対する支援策として留保制度は

触れられていない［National Democratic Alliance

１９９９，第７項目］（注７３）。また最大野党の会議派も

選挙綱領では留保制度には触れているものの，

輸出および技術導入の面から常時見直しが必要

とむしろ留保制度の縮小を実際上示唆するよう

表８ ２００１年５月３１日開催された小規模工業審議会第４６回会議参加者における留保制度の位置づけ

現状維持・より厳しい運用 部分撤廃 完全撤廃

Indian Council of Small Industries, Kolkata
（留保制度に違反する製造業に対して罰則
の物品税を課すべきである）

Federation of Associations of Small Indus-
tries of India（留保品目を不法に生産して
いる場合はより高率の物品税を課して罰す
るべき）

Federation of Indian Chambers of Commerce
and Industry―Small and Medium Enter-
prises Committee（SSIが生産できない分
野を除き，留保制度は基本的に続けられる
べき）

Jharkhand Small & Tiny Industries Associa-
tion（大企業による SSIの留保制度の侵害
がある。これに対して適切なモニタリング
措置が必要）

Goa Small Scale In-
dustries Associa-
tion（一般輸入開
放許可（＝Open
General License）
品目と既に指定さ
れているものは全
て留保の解除をす
べきである）

Indian Industries Association,
Lucknow（数量規制の撤廃に
伴い留保の解除を行わなけれ
ばならない）

Federation of Indian Micro and
Small & Medium Enterprises
（完全撤廃すべし）

Association of Small & Medium
Electronics（今や留保制度は
問題にならない。それはSSI
の利益を確保する取引材料と
なっている）

（出所） Minutes of 46th SSI Board Meeting: Small Scale Industries Board 46th Meeting, 31st May 2001（http://www.

laghu-udyog.com/sido／４６board.htmおよび http://www.laghu-udyog.com/sido/boardmeeting/agendaV.

htm）（２００２年３月３０日アクセス）より筆者作成。

（注） この表は全ての発言者を網羅しているわけではない。
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な文言となっている［Indian National Congress

１９９９］。左翼のインド共産党（マルクス主義）で

さえ今や選挙綱領にはあからさまな留保制度の

保持はうたっていない［Communist Party of In-

dia（Marxist）１９９９，１２］。

第２に，小工業開発機構は，ヴィジャヤラガ

ヴァン委員会やアビド・フサイン委員会の分析

で示されたような留保制度を硬直的に守るとい

う姿勢は今や希薄である（注７４）。留保制度の段階

的縮小というコースを認めているといってもよ

い。現在の問題意識はいかにして SSIを厳しい

自由競争に耐え得るように構造転換するかとい

う点に移ってきている［Office of the Development

Commissioner（Small Scale Industries）2002a, 1―

5］。

第３に CII, FICCI, Assochamなどインドを

代表する経済団体は，各々 SSIを扱う専門の部

局を設置し，SSIの声も集約するというのが建

前であるが，大企業に比べるとそのプレゼンス

は非常に小さく，SSIの代表性は小さい。従っ

て，大体において留保制度縮小という方向性を

明確化しているといってよいであろう。最も政

策決定の位置に近く，その意味で重要なのは CII

であるが，大企業の利害関係の代表という性格

が強い。例えば，先に述べた内閣レベルの貿易

と工業に関する審議会の分科会のとりまとめ

で CIIは中心的な役割を果たしたが，分科会

�伝統的工業の復興�の幹事ワディア（Nusli N.

Wadia）および取りまとめの委員ラタン・タタ

（Ratan N. Tata）はそれぞれ乳製品食品加工

業を代表するブリタニア工業（Britannia Indus-

tries）の会長およびタタ財閥の総裁である。ま

た分科会�どのようにしてインドはグローバリ

ゼーションの陥穽を避けうるか�の幹事バジャ

ージ（Rahul Bajaj）および取りまとめの委員ゴ

ーエンカ（Sanjeev Goenka）はそれぞれバジャ

ージ・オート工業（Bajaj Auto）の会長および

カルカッタ電力供給会社（Calcutta Electric Sup-

ply Corporation）会長（かつ CII会長）であった。

２つの分科会の意見が留保制度撤廃を当然とし

たことは前に述べた。CIIは極めて明確に留保

制度廃止を打ち出している。この点では Asso-

chamもほぼ同様である（注７５）。

これに対して FICCIや PHD商工会議所，特

に後者は最近まで少なくとも表面的には留保制

度維持の姿勢であったが，現在は段階的縮小を

ほぼ認めているといってよい。例えば PHD商

工会議所は２００２年５月の５１品目の留保解除につ

いて�技術の向上や大量生産を行うための生産

能力拡大�［PHD Chamber of Commerce and In-

dustry 2002, 2］に資するものとして評価した。

またこの５１品目の留保解除の時，PHD商工会

議所傘下の団体や企業からは強い反対はなかっ

たという（注７６）。

第４に，小規模工業団体の立場は以下の通り

である。現在，全インド規模の経済団体で重要

なものはインド小工業連合会，LUB，そして

カルカッタを中心とする�インド小工業会�（In-

dian Council of Small Industries）であるといわ

れるが（注７７），いずれもその傘下に零細工業を多

く抱えることもあって留保制度の削減・撤廃に

原則として反対の立場に変わりない。しかし，

現在では留保制度解除の不可避性から，改革に

伴う痛みをできるだけ緩和するよう政府に求め

ることに重点が移行しつつあるといってよい。

例えばインド小工業連合会の場合，留保解除を

公に認めているわけではないが（注７８），留保解除

が行われる場合アビド・フサイン委員会やグプ

インドの小規模工業政策の展開
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タ委員会で示された�パッケージ�が必ず与え

られるべきとして妥協の姿勢を示している［Fed-

eration of Associations of Small Industries of India

n.d., 3―4; Federation of Associations of Small Indus-

tries of India２００２，５］。この連合会は１９６０年代

から７０年代にかけて政府との密接な関係から政

策形成に一定の影響力を持ったともいわれるが

［Kochanek１９７４，９４］，しかし現在では影響力

低下は明らかで経済自由化の潮流で妥協せざる

を得ない（注７９）。LUBについては SJMなどと密

接な関係を持つこともあって最も強硬であり，

留保解除の動きには一貫して反対しているが，

しかし２００２年５月の５１品目の留保解除でも反対

の覚書を提出した以外は目立って激しい抗議行

動は見せていない。また，インド小工業会も表

８のように留保制度維持とその強化を主張して

いるが，大きなインパクトはないといってよい。

一方，反対に自由化とグローバリゼーション

に積極的に対応し留保制度撤廃をとなえる小規

模工業団体も存在する。代表的なのは�インド

零細・中小企業連合�（Federation of Indian Micro

and Small &Medium Enterprises）であろう。１９９５

年に組織された新しい組織で，自由化・グロー

バリゼーションの機会を積極的に捉えようとし

ている。同連合はWTO体制に対応した支援体

制の確立や，SSIのための研究開発，知的所有

権に積極的に対応する必要性などを主張し（注８０），

さらに�歴史的にコンパートメント化された SSI

という範疇�［Federation of IndianMicro and Small

& Medium Enterprises ２００２，３］そのものをや

めることまで提案している（注８１）。しかし一方で

は大企業の寡占的，独占的行動にも警戒的であ

る。例えば中小企業の原材料価格が公企業の改

革・民営化で生まれる新たな私企業に独占的に

決定されることがないように，当該原材料の輸

入関税の低減も同時に行うように政府に要求し

ている（注８２）。

以上のように SSIの利益を代表するところの

小規模工業団体も全般的に見ると，実態として，

留保制度の段階的縮小を�パッケージ�を得る

ことと交換で黙認せざるを得ないという認識に

至ったと判断してよいであろう。具体例として

近年行われた留保品目解除に関する関係諸団体

の意見開示の様子を表９に示した。これは２００２

年１０月２８日に小工業開発機構で行われた�プラ

スチック製品，合成接着剤，蛍光白色染料，ヘ

アオイル製品に関する検討会議�の状況である。

この表からまずいえることは州レベルの業界団

体の低いモティベーションである。ムンバイ，

コルカタ（＝カルカッタ），バンガロールの業界

諸団体は留保解除を決める実質的に重要な会議

であるにもかかわらず，欠席である。また，留

保解除の是非についても，反対したのはわずか

に�全インドプラスティック工業会�（All India

Federation of Plastic Industries）代表のみであっ

たという（注８３）。州レベルの業界団体は地元に密

着し SSI，零細工業の利害関係をより直接的に

代表する位置にいる。そのような団体のモティ

ベーションの低さは，SSIの�諦め�を示すも

のである。それは実際に不利益を受けるであろ

う SSI，特に零細工業が留保解除に賛成してい

るということではなく，他に選択の余地がない

という認識の広がりを反映したものであると考

えられる。

現在，SSIは地理的にも，利害関係において

も多様化，拡散化している。それは SSIが成長

した結果でもある。そのため SSIがまとまって

政治的圧力をかけるという集合的行為を組織す

26



ることは極めて難しい。インド小工業団体連合，

LUB，インド小工業会は全国的な組織とはい

え，第１に内部的まとまりに乏しいし，また，

強力な共闘体制を組むことも難しいのが現状で

ある。確かに，インド小工業団体連合，LUB

そして PHD商工会議所は比較的に協力関係が

強いといわれているが（注８４），実際には例えば２００２

年５月の５１品目の留保解除に対する対応にはか

表９ ２００２年１０月２８日に小工業開発機構で行われた�プラスチック製品，合成接着剤，蛍光白色染料，
ヘアオイル製品に関する検討会議�＊の状況

機関（または役職） 所在地 出欠
留保解除
に賛成か
否か

１ Joint Secretary, Department of Chemicals & Petro-Chemicals New Delhi 出席 賛成

２ Additional Development Commissioner（Small Scale Indus-
tries）& Economic Adviser

New Delhi 出席 賛成

３ Industrial Adviser（Chemicals） New Delhi 出席 賛成

４ Additional Director（T）, Department of Chemicals & Petro-
chemicals

New Delhi 出席 賛成

５ Department of Industrial Policy & Promotion New Delhi 出席 賛成

６ All India Federation of Plastic Industries New Delhi 出席 反対

７ The All India Plastic Manufacturers Association Mumbai 欠席 ―

８ Karnataka Small Scale Plastic Manufacturers Association Bangalore 欠席 ―

９ The Indian Plastics Federation Kolkata 欠席 ―

１０ Organisation of Plastics Processors of India Mumbai 欠席 ―

１１ Chemicals & Petro-Chemicals Manufacturers Association New Delhi 出席 賛成

１２ Polystyrene Producers Association（India） Mumbai 欠席 ―

１３ Manufacturers Packers Traders Association Delhi 出席 賛成

１４ Indian Soap & Toiletries Makers Association Mumbai 出席 賛成

１５ The Dyestuffs Manufacturers Association of India Mumbai 出席 賛成

１６ The Gujarat Dyestuffs Manufacturers Association Ahmedabad 出席 賛成

１７ Jubiliant Organosys NOIDA
（Uttar Pradesh）

出席 賛成

１８ Ms. Kalva Chemicals Delhi 出席 賛成

１９ Ms. Merico Industries Ltd. Hyderabad 出席 賛成

２０ Ms. Precise Laboratories Ltd. Delhi 出席 賛成

２１ All India Small Scale Cosmetics Manufacturers Association New Delhi 出席 賛成

２２ Ms. Saini Hair Cair New Delhi 出席 賛成

２３ Ms. Shahnaz Herbals New Delhi 出席 賛成

（出所） Office of the Development Commissioner Small Scale Industries（Ministry of Small Scale Industries Gov-

ernment of India）（2002b）．

（注） ＊小工業開発機構のディレクターが議長となって関連の官庁，団体の意見を聴取する会議である。
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なりの差異があることは上で示した通りである。

さらに，ただでさえ弱体な彼らの抵抗は２０００年

８月の�パッケージ�と交換になし崩し的に切

り崩されているのが現状である（注８５）。州や地方

都市部の SSIは留保解除で既得権を失い不利益

を被るが，彼らが反対の声を散発的にあげても，

それは地方―州―中央に至る何層かの政治的，

行政的構造を突破して最終的に中央の決定に意

味のある影響を与えることは難しい。

ま と め

以上の検討から，まず，留保制度の形成と拡

大においては，極めて現実的な課題である雇用

確保という要因を背景に政治イデオロギーが重

要な役割を演じたことは疑いない。会議派の

�社会主義型社会�，そしてジャナター党の�農

村および小工業重視�というイデオロギーが大

きな役割を果たした。留保制度が１９６０年代後半

の経済，政治危機の時期に導入され，さらに７０

年代中頃の経済危機を原因とする国内非常事態

宣言とその後のジャナター党政権の成立という

ドラスティックな政治変動のなかで７８年に一気

に拡大されたのはこの関連する２つの要因によ

る。ダイナミックに成長しうる SSIに伝統的村

落・家内工業部門と同じく留保制度が適用され

たのは極めて非合理的な措置であった。留保制

度の非合理性は１９５０年代にカルヴェ委員会報告

などで指摘されていたが，そのような反対を押

し切って導入，拡大されたのは雇用をめぐる与

党のイデオロギーおよびそのようなイデオロギ

ーを発現させた当時の政治経済状況にあった。

ただし，政策展開を規定した要因として特定

の経済団体，階級などを含める必要はないと考

えられる。１９６０年代においても，また，一定の

成長を遂げた７０年代においても SSIの政治的影

響力は大企業などと比べて相対的に弱く，政府

に留保制度を導入させたり，大幅に品目数を拡

大させたりするドラスティックな決断をさせる

政治的影響力はなかったと考えられる。また民

間大企業が進んで SSIのため留保制度の形成を

促進したこともない。もっとも，制度の抜け道

を利用することで，大企業は留保制度を有利に

利用し得たから一部では特定品目を留保するよ

うな働きかけはありえた。しかし，１９７８年の留

保品目の大幅増大はそのような行動によっては

説明できない。やはり第一義的には政治的イデ

オロギーをベースとする与党の議題設定能力お

よびそれを発現させた政治経済状況が決定的に

重要であったといえるであろう。留保制度にお

いて，アビド・フセイン報告などでいう�政治

ロビー�，�既得権益�というレント・シーキン

グ層の存在が SSI（そして中・大企業）で見いだ

されたとしても，そのようなレント・シーキン

グ層が留保制度の急拡大に決定的役割を果たし

たとは考えられない。多くの場合，導入された

留保制度を後追いで利用するというのが一般的

であったと考えられる。

一方，硬直的な政治的イデオロギーに規定さ

れた経済政策は度々経済危機を招き，それによ

って社会主義的政策の限界が政治家，テクノク

ラート官僚など幅広い層に認識される過程が１９８０

年代以降進行した。その結果，よりプラグマテ

ィックな政策体系，すなわち経済自由化の必要

性が次第に認識されていく。その頂点が１９９１年

の構造改革，自由化の開始であった。このよう

な流れのなかで留保制度の縮小，撤廃が議論の

対象となるのは時間の問題であったといえよう。
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それを決定的に早めたのがWTO体制の発足と

数量制限撤廃へのコミットメントであった。政

党レベルでは BJP，会議派などは９０年代後半に

は留保制度へのイデオロギー的関わりを次第に

薄めていった。また官僚レベルでも留保制度を

擁護してきた小工業開発機構は今や段階的縮小

というコースを実質的に認めているといってよ

い。以上のように経済危機を背景とする政党，

官僚レベルの硬直的政治イデオロギーの�溶

解�によって留保制度解除に向けての政治的障

害は基本的に取り除かれた。なぜならば，スワ

デシー・ナショナリズムを掲げる団体や小規模

工業団体など留保制度を維持しようとする既得

権益層には，そのような方向性を阻止する十分

な政治的影響力はないからである。

確かにスワデシー・ナショナリズムは依然と

して無視できる要因ではない。BJP連合政権は

支持基盤の�スワデシー�勢力から反発を受け

た。しかし SJMや LUBなどが比較的に有効に

影響力を与え得たのは連合政権が弱体であった

１９９８年から２０００年にかけてである。BJPを中心

とする国民民主連合が安定度を増した２０００年以

降はこれらの勢力の影響力は低下しているとい

ってよい。

また政権は留保解除で既得権益を失う SSIの

反対も�なし崩し的�に処理し得る位置にいる

と考えられる。SSIの利害関係は多様化してい

る。例えば留保制度の保護なしでは生存できな

い一部の零細な企業がいるのに対して，積極的

にチャンスを捉えるために留保解除を望む近代

的な企業がいる。またイデオロギー的にも LUB

などスワデシー・ナショナリズムが大きな規範

となっている小規模工業団体もあるが，そのよ

うなイデオロギー性を持たない団体も数多く存

在する。このように SSIおよびその利益団体は

利害関係の多様性から，強力な集合的行動を組

織することが極めて難しい。そのため留保解除

を遅らす程度の抵抗はできても最終的には阻止

できない。このような状況では�パッケージ�

による懐柔と引き替えに妥協せざるを得ない。

一方，相対的によく組織され政策形成により大

きな影響力をもつ CIIなどの大企業中心の経済

団体はほぼ留保制度撤廃を支持している。

以上のような状況にあって今日では留保制度

の解除が確実に進行しつつある。ただ，その過

程は漸進的である。留保品目解除は基本的に

�段階的縮小�（phase out）である。このような

�漸進性�は留保制度に限らず，インドの経済

改革に広く見られる特徴で，１９９１年の構造改革

開始でさえラジーヴ・ガンディー会議派政権か

らの連続した過程であると考えることができる。

インドの改革過程の重要な特徴である�漸進

性�という点について最後に考察してみたい。

まず，留保品目解除に見られる漸進性は，イ

ンドの巨大な民主主義的プロセスが持つ�慣

性�が要求するものであるということができよ

う。政党，政治団体，官僚，経済団体など留保

制度をめぐる様々なアクターの意識や利害関係

を調整して自由化が不可避であるという認識を

持たせるのは時間のかかる交渉と妥協の過程で

ある。また政策形成は利害関係諸団体との接触，

調整，妥協という過程を含むもので，やはり時

間がかかる。政党や官僚機構，そして各種委員

会が利害関係の調整や政策の形成が行われる場

となるが，そのような多くの政治プロセスを経

てしか有効な政治的決定に到達できないという

ことが，政策決定過程に大きな慣性を与えるこ

とになる。例えば調整のひとつの有力な材料と

インドの小規模工業政策の展開
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しての２０００年８月の支援�パッケージ�は１９９７

年から発案されていたものであったが，予算的

措置を整え実現化するまでに３年かかっている。

しかし，このような�慣性�は選挙と政権の

交替の時には低下し，政策が急激に変動する可

能性があるはずである。新しい政党が政権につ

けば大幅な政策転換を選択することも可能であ

る。しかし，それは実際には稀で，多くの場合，

前政権の政策を受け継ぎ漸進的に変更を加える

という戦略をとっている。逆にいえば改革の戦

略として与党は漸進的戦略をとるメリットがあ

るということである。

留保制度の対象となる SSIはその多様性，分

散性から強力な政治的ロビーを形成できず，そ

の意味で政権中央に直接的には強い圧力をかけ

ることは難しいが，数が多いだけに選挙政治に

おいて無視できない存在である。仮に留保制度

を一気に撤廃すれば分散性，多様性を越えて SSI

側の集中的な反発が起きる可能性があり，それ

は政治的に無視し得ないインパクトを与えるこ

とが予想される。そのような反発には SJMや

社会主義的イデオロギーを信奉する政党，諸団

体も加わる可能性があり，その意味で手に負え

ないものとなる可能性も否定できない。それに

対して，個別品目，個別業界ごとの留保解除を

定期的に積み上げていくという漸進主義戦略を

とれば，抵抗する諸団体が政治的抵抗を結集す

る可能性を小さくすることができる。またその

ような過程は通常オープンであり，そのオープ

ン性によって，改革およびその不可避性に関す

る認識が徐々に SSIに浸透し，改革の過程が

�なし崩し的に�スムーズに行える政治的環境

を作ることができる。

ただし，このような漸進主義的戦略は上に述

べた大きな慣性を持つインドの民主主義的プロ

セスでは特殊なものではないという点に注意す

べきである。確かに第１次，第２次の BJP連

合政権はグプタ委員会をめぐる政治的プロセス

でスワデシー・ナショナリズム勢力の反発を比

較的にうまく発散させ処理したし，SSIに改革

を受け入れさせる交換に支援�パッケージ�の

提供を行い，抵抗を弱めるという政治的�テク

ニック�を発揮している。しかし，このような

交渉，妥協，取引といった手段は日常的に用い

られる政治的テクニックであって，BJP指導部

の特別に優秀な政治的手腕のおかげとは考えら

れない。

以上のようにインドの民主主義的プロセスの

慣性，SSIの多様性と分散性という条件のもと

では，オープンかつ漸進主義的アプローチは政

治的摩擦を一定レベルに押さえつつ改革を進め

るという観点からは基本的に合理的なものであ

ったといえよう。このような状況下で政治アク

ターは留保解除の過程においても主導性を発揮

することができているというべきであろう。

最後に，本稿の分析で重要なポイントは，SSI

はその多様性，分散性のゆえに強力な政治ロビ

ーとして集合的行動ができないという実態であ

る。これが政治アクターの自律性を保証する基

本的な前提条件であることは今までの議論で明

らかであろう。しかし，これを他の分野につい

ても一般化できるかどうかは，単純にはいえな

い。例えば，現在大きな問題となっている公企

業の民営化，労働関係法の自由化にむけての改

訂などは，政治的にいかに巧妙にやろうとも組

織された強力な抵抗を引き起こしうる分野で，

現に改革は抵抗で難航しているという現実があ

る。これらの部門の改革は単に時間をかけて漸
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進主義でやればうまく進展するというようなも

のではないかもしれない。その評価はあくまで

も各分野での実証的な分析に待たねばならない

であろう。

（注１）１９９１年までの産業政策の基本的理念が定ま

ったのは，５６年の産業政策決議であった。この決議に

よってネルー会議派政権は議会制民主主義体制の下で

穏健な改革によって，�社会主義型社会�に至ること

が経済の基本的な発展パターンであることを示した。

�社会主義型社会�とは公的部門優先の混合経済であ

り，国家は公共部門の拡大によって，あるいは，民間

部門，特に大規模部門の統制を強化し投資の流れを社

会に好ましい方向に誘導することによって資本主義の

短所を避けつつ発展を加速するものとされた。民間部

門へ与えられた位置づけは消極的なものであった。し

かし，それは現に存在する民間部門を積極的に排除す

るということでもなかった。民間企業はさらに大企業

と小規模な企業に分けられ，前者に対しては規制，後

者に対しては保護・育成策が適用されるべきものとさ

れた。

（注２） インド共産党（マルクス主義）の国家論と

階級論については，Communist Party of India（Marx-

ist）（2001, “V State Structure and Democracy”）を

参照。

（注３） 例えば，Dutt（１９９７）参照。

（注４） 現在最も影響力が大きいのは１９９２年に Con-

federation of Engineering Industryから現在の形とな

ったインド産業連合会といわれる。１９９１年７月の政府

の構造改革・自由化の発表直前の４月に経済改革の提

言を政府に提出し注目を集めた［Business India,August

30―September 12, 1993, p.57］。

（注５）�政治的力量�の判断は極めて難しい。ラ

オ会議派指導部の能力をそれほど高く評価せず，また，

改革は中途半端とする分析として，Manor（１９９５）が

ある。

（注６） 書評として，近藤（２００１）参照。

（注７） 今や古典となった感がある Frankel（１９７８），

Nayar（１９８９）を参照。また，絵所（２００１）も参照。

一般論であるが，多くのインドの事例をベースとする

Krueger（１９９３）も参考になる。

（注８） 筆者の考えでは従来インドの経済政策決定

においては選挙政治が提供する政治的制約や資源が決

定に果たす役割は十分評価されてこなかったと思われ

る。インディラ会議派政権時代の�貧困追放�といっ

た大衆に直接的に訴えるところのスローガンとそれに

対する大衆の支持がいかに�社会主義型社会�政策の

急進化に大きな役割を果たしたか，十分評価される必

要があると思われる。近藤（２０００）参照。

（注９） 詳細については，アジア経済研究所（１９９０），

Kumar（１９９８）などを参照。しかし，SSIの企業でも

工場法に含まれるものは同法の適用を受けるし，その

他の法律で対象となるものはその法律の適用を受ける

ことはいうまでもない。Prasad（１９９７）を参照。

（注１０） 例えば，Dasgupta and Sengupta（１９８７，

３７６）参照。

（注１１） いわゆる�ボンベイ・プラン�に当時の財

界のそのような考え方が示される［Thakurdas et al．

１９４４］。

（注１２） 同決議の歴史的，政治的位置づけについて

は，Nakazato（２００１）参照。

（注１３） Industrial（Development and Regulation）

Act, 1951. 主要目標は，産業開発を規制し，プランニ

ングの優先順位にそうように資源を割り当てること。

独占をさけ，富の集中を排除すること。大企業の不公

正な競争から小規模工業を守ること。新企業の育成。

産業発展の全国的な拡散化。規模の経済と近代化によ

り技術革新と経済の効率化を進めること，など。この

ような目的を達成するために大工業では新規事業の開

始，新しい品目の生産，大規模な拡張，立地の変更，

などにおいて許可を中央政府からとりつけることが必

要とされた。ただし中央政府の直接的管轄下のものは

そのような統制は免除。

（注１４） これはアメリカのフォード財団の援助で作

られたインドの SSIの発展のための調査委員会 “Inter-

national Planning Team”（１９５３／５４年）の勧告の下に

なされたもの［Little, Mazumdar and Page１９８７，２３］。

（注１５） 第２次世界大戦中に戦争に伴う防衛関係の

需要の高まりに応じて成長したのが最初である
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［Development Commissioner, Small Scale Industries

１９７１，１３０］。

（注１６） 共同生産プログラム（common production

programme）は基本的には需要と供給を基にして適

宜決めるべきものとされたが，次の要素も必要に応じ

て考慮すべきとされた。�１ reservation of spheres

of production，�２non-expansion of the capacity of a

large-scale industry，�３imposition of a cess on a large

-scale industry，�４arrangement for the supply of raw

materials，�５co-ordination for research, training, etc.

�協同�のひとつの形態として�留保�も含まれてい

ることが注目されよう［Planning Commission１９５４，

３１８］。

（注１７） 村落・家内工業部門では，当時すでに手織

機など失業者を多く抱える部門で雇用確保のために大

企業からの保護を目的とする留保制度が実施されては

いた。１９６１年に設立された�インド小工業団体連合�

会長バート（A. R. Bhat）は６１年１２月の創設大会の演

説で，SSIが生産を拡大している分野では既存の大工

業の生産拡大を停止させ，生産を SSIに留保すること

を強く求めた。なお，バートはガンディアンとして有

名な人物であった［Federation of Associations of Small

Industries of India１９６１，８］。

（注１８）１９７１年４月に国会でインディラ・ガンディ

ー首相は，�大規模工業へライセンスを許可するかど

うかを，例えば SSIに対する留保制度の拡大，中規模

セクターから大規模工業の排除，および公共部門の拡

張など，企業家精神の基礎を広げるところの他の政策

と分離して考えることは公平ではない�と述べ，これ

らの政策がお互いに関連していることを示している

［Gandhi１９７５，１０５］。

（注１９） 留保制度の本格的導入以外にも小工業の政

策的優先順位があがったことを示す重要な例としては，

小工業部門に優先的に信用供給する制度が大幅に拡大

されたことがあげられる。１９６９年の主要商業銀行国有

化により，農業部門とともに優先部門と規定された小

工業部門へ優先的に信用が供給される制度が本格的に

整った。小工業に対する信用支援の最初のものは１９６０

年に開始された�信用保証制度�（Credit Guarantee

Scheme）である［Government of India１９９１b, para.

2.8］。金融政策の展開の検討は重要であるが，必要が

ない限り本稿では扱わない。

（注２０） この Ford Foundationの援助による第２

次調査団の報告は共同生産プログラム，留保制度だけ

でなく，後進地域への工業の分散化などについても経

済合理性の面から明確に反対した。

（注２１） このような過程で政策的�混乱�も見受け

られる。例えば小工業開発機構は，ライセンス制度に

より大企業の競争力を押さえることを訴えながら，一

方では機械化された SSIが成長して大規模工業になる

ことを援助しなければならず，それには留保制度を必

要に応じて適用するべきとしている［Development

Commissioner, Small Scale Industries１９７１，８］。

（注２２）１９７８年に全国産業分類（National Industrial

Classification）に従う品目分類に留保品目の分類も切

り替えられたため，留保品目リストの数は形式的に５０４

から８０７に拡大した。これは実質を伴ったものではな

い。従って１８０品目と対比されるべきは５０４品目である。

（注２３） このような考え方はすでにネルーも示して

いたことは注目される。１９６３年の�インド小工業団体

連合�大会の開会の辞で�大工業は SSIが生産できな

いもので必要なものに限り生産を奨励するべき�と SSI

を無差別的に奨励するかのような言動を示している

［Federation of Associations of Small Industries of In-

dia１９６３，１２］。留保品目の拡張作業は毎年継続すべ

きものとされた［Marathe１９８６，１０５］。

（注２４） ジャナター党は，家内工業で生産すること

ができるものは SSIまたは大規模工業部門の生産が許

されるべきでないし，また，SSIで生産することがで

きるものは大規模工業で生産することが許されるべき

ではない，とした。しかし，考慮されるべきただひと

つの例外は，完全に輸出される品目の生産に対してで

あるとされた［Limaye１９９４，３８０］。

（注２５） ジャナター党政権期の１９７８年に中央援助計

画，すなわち資金の５０％を中央政府が，残りの５０％を

州政府が出すという資金計画の下で開始されたもので

ある。基本的に州政府の管轄下にあり，ほぼ各県にひ

とつずつ設立されている。この制度がどの程度行政の

改善に貢献したか疑問の残るところである［Patnaik

１９９０］。
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（注２６） 一般に独立以降１９９０年代まで経済政策は政

治主導で決定されてきており，�平時�では，どのよ

うな経済団体，個別的利益団体なども与党の基本的経

済政策を大きく変えるのは不可能であったと，コチャ

ネックは主張している。ジャナター党政権の政策転換

もこの例である［Kochanek１９９６，１５６―１６０］。

（注２７）１９９１年に開始された経済改革は政策の断絶

ではなく連続であるとする論者は多い。ジェンキンス

はラジーヴ・ガンディー政権期が自由化の第１段階

で，１９９１年以降がそれを受け継いだ第２段階と捉える

［Jenkins１９９９，２９］。

（注２８） 本格的な構造改革，自由化の開始は１９９１年

であることは衆目の一致するところである。バグワテ

ィはインディラ・ガンディー時代，およびラジーヴ・

ガンディー時代の部分的な自由化をそれぞれ�隠密裏

の改革�，�いやいやながらの改革�と呼んだ。それ

に対して１９９１年以降の改革は�嵐の改革�と呼んだ

［Bhagwati１９９４，３］。改革導入の政治的側面につい

ては，Varshney（１９９９）を参照。

（注２９） 最近の評価として，Mohan（２００２，２１９―

２２３），小島（２００２，１６２―１６５）参照。

（注３０） 本稿では特に断らない限り，�SSI�とは関

連工業や零細企業なども含む広義の SSIを示すものと

する。

（注３１） 例えば小工業開発機構は SSIに関して１９７２

年および８７／８８年の登録企業について全サンプル調査

を行っている。前者の場合，２５万８０００企業の内１４万企

業が実態がなかった［Sandesara １９９３，２２３］。後者

の場合，９８万７０００企業の内５８万２０００企業しか所在を把

握できなかったが，残りの企業の内，３０万５０００企業は

閉鎖が確認され，５万７０００企業は不明で，１万５０００企

業は活動を行っていないか，不正確な登録しか行って

いなかった［Development Commissioner, Small Scale

Industries１９９２，１９］。

（注３２）１９７２年の SSIセンサスから８７／８８年のセン

サスの間で，SSIは機械化などで企業はより資本集約

的になってきたことが示される。また SSIの１工場当

たりの雇用数はこの間１２人から６人に変化している。

これは技術的にも労働条件の上でも劣悪な零細な新企

業の参入が活発であるということを示している可能性

が高い［Goldar１９９３］。つまり一部の先進的な SSIは

資本集約的に近代化することで発展したが，そのよう

な企業は雇用吸収力が弱く，一方，新規参入の零細企

業は確かに多く輩出したがその雇用の質は劣悪という

ことになる。

（注３３） 金属製備品生産部門における典型例と

して大企業 Godrejの例を分析したものとして，Gu-

hathakurta（１９９３）を参照。

（注３４） 生産能力の稼働率を上げることによって生

産増強を行うこと自体は違法ではない。しかしそれだ

けでは説明がつかないほどの生産が行われている場合

が多い。明らかに生産能力そのものが増強されている

場合がある。例えば連邦下院の予算委員会が１９８１年に

提出した報告書では歯磨き粉の場合が取り上げられて

いる。大企業の生産量の増大は留保品目に指定された

１９７０年から７８年にかけて２．４倍の生産増加を示した。

これは稼働率の効率化だけではとうてい説明できない

ものとして，留保制度の適用を厳格化することを求め

ている［Estimates Committee１９８１，１２３］。

（注３５）１９６０年代後半にはいくつかの委員会報告が

�硬直的�な許認可行政にもかかわらず，大企業が認

可された以上の生産を行っている例を数多く指摘して

いる。それは当然 SSIの生産を圧迫することになる

［Department of Industrial Development１９６９，chap-

ter V］。

（注３６） Sandesara（１９９３）も１９８７／８８年 SSIセン

サスのデータに基づき，SSIでも留保品目の生産は非

留保品目の生産に比べて生産力の効率的使用などの面

で劣ることを指摘した。Subrahmanya（１９９５）はよ

り明白に否定的評価をくだし留保制度は将来的に撤廃

されるべきとしている。

（注３７） １９９５年８月の留保制度審議会の決定によ

って任命された委員会［Government of India１９９６，

para．８］。

（注３８） 筆者の試算によると１９９０年代中頃の留保品

目について輸入自由化の位置づけを数量化した変数

（１＝完全自由，２＝特別輸入許可必要，３＝特定輸

入機関のみ輸入可能（Canalised），４＝輸入禁止）と

ヴィジャヤラガヴァン委員会の留保解除勧告を数量化

した変数（１＝留保解除，２＝名称の改正，３＝留保
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維持）との Pearson の相関係数は，－０．１３７と１％

レベルで統計的に有意となっている（n＝１０４５：ここ

では国際貿易分類による品目の数え方を取っているた

め，インドの留保品目数とは一致しないことに注意）。

すなわち，説明力は低いが，ヴィジャヤラガヴァン委

員会が留保解除を求めた品目はむしろ輸入が制限され

ている品目であるという傾向が指摘される。これは輸

入自由化政策と全くマッチしない政策である。Minis-

try of Industry, “Appendix―1 Key to Product Reser-

vation Classifications”１９９７のデータより筆者計算。

（注３９） 報告書は “small scale industries” という

概念よりも関連サービス部門なども含めた “small en-

terprises” という概念で論じているが，本稿では簡便

のため�SSI＝小規模工業�という語を引き続き適用

する。

（注４０） 輸入で数量規制が完全に関税化されたとし

ても，留保制度が完全に意味がなくなるというわけで

はない。数量規制が撤廃されても輸入される外国製品

には依然として次のようなハンディキャップがあり得

る。すなわち，低減化されたとはいえ輸入関税は国内

商品に依然として一定の保護を与えうること，外国製

品の流通を妨げる市場における様々な慣行，サポート

センターの不在，ブランドがインド市場に浸透してい

ないこと，などである。しかし国内大企業の場合はこ

れらのハンディキャップの影響はないから，そこに留

保制度の存在意義があるという（Interviewwith Pankaj

Jain（Indian Administrative Service）on Oct. 30th,

2002 in New Delhi）。

（注４１） 内閣経済委員会（Cabinet Committee on

Economic Affairs）における決定。実施は同年１２月。

Indian Express（インターネット版），１９９７年２月８日

（http://www.indian-express.com/ie/daily/19970208/

03950033.html）。

（注４２） Indian Express（インターネット版），１９９７

年２月１９日（http://www.indian-express.com/ie/daily

/19970219/05050313.html）。

（注４３） 以下の資料では１４品目となっているが，SIDO

の資料では１５品目となっているのでここでは１５品目と

した。Indian Express（インターネット版），１９９７年

４月１０日（http://www.indian-express.com/ie/daily/

19970410/1００５０９４３．html）。

（注４４）１９９６年の総選挙の結果，連邦下院で過半数

を制する政党はでず，１７９議席を有する統一戦線が１４０

議席を有する会議派の支持を得てかろうじて議会の信

任を維持している状況であった。

（注４５） Indian Express（インターネット版），１９９７

年１月２３日（http://www.indian-express.com/ie/daily

/19970123/02350093.html）。なお，サリーンは後に述

べる�小工業会�（LUB）の会長となり，留保制度撤

廃に反対運動を続けていくことになる。例えば１９９８年

６月には，PHD商工会議所の小工業・関連工業委員

会の議長として，連邦政府シンハ（Yashwant Sinha）

財務大臣が予算演説において農機具や工具などの留保

品目の解除に言及したことを批判した。Indian Express

（インターネット版），１９９８年６月５日（http://www.

indianexpress.com/fe/daily/19980605/15655324.html）。

（注４６） Indian Express（インターネット版），１９９７

年２月４日（http://www.indian-express.com/ie/daily

/19970204/03550563.html）。

（注４７） コルハプル（Kolhapur）選挙区選出。連

邦下院第４会期（予算審議）１９９７年５月８日におけ

る発言から（http://alfa.nic.in/LSDEB/LS11/SES4/

2708059715.htm）。

（注４８） 主にパンジャーブ，ハリヤナー，デリー，

ウッタル・プラデーシュ，マッディヤ・プラデーシュ，

ラージャスターンなどの商工会議所や企業が参加して

いる。

（注４９） 統一戦線（United Front）は１９９６年の選挙

後にジャナター・ダル（Janata Dal＝人民党）を中心

として政権を得るために作られた政党連合。同年６月

にその政策合意として出されたのが�基本共通プログ

ラム�（Common Approach to Major Policy Matters

and a Minimum Programme of the United Front）で

ある［Hindu, June ６，１９９６］。

（注５０） BJPは１９５１年に設立された�大衆連盟�を

その前身とする。同党は１９７７年にジャナター党に解消

したが，８０年には再び分離して現在の BJPとなった。

（注５１） 最近の支持階層に関しては，Yadav, Kumar

and Heath（１９９９）参照。

（注５２） 文字通りに訳せば�小工業の声�となるが，
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ここでは意訳して�小工業会�とした。SSIの全国的

な経済団体であるが，他の同種の経済団体に比べて零

細企業の代表性が比較的強いといわれる。

（注５３） Indian Express（インターネット版），１９９８年

４月３０日（http://www.indian-express.com/ie/daily/

19980430/12050074.html）。

（注５４） LUBの議長である，S・S・アッガルワル

（S. S. Aggarwal）は�SSIや零細工業は今までロビー

を持たなかった。LUBはこの部門のロビーとなろう

としている�，と明確に自らの活動をロビーと位置づ

けている。政府からはすでに輸出業者に対して原産地

証明を与える権限を認められるなど，いわば一種の利

権をすでに与えられている［Laghu Udyog Bharati

２００１，vi］。

（注５５）１９９８年の選挙の結果，BJPは１７９議席を獲

得した。その他の政党との連合で計２５６議席を確保し

たが，連邦下院過半数にわずかに届いておらず，無所

属などの支持を得て議会の信任を確保している状況で

あった。

（注５６） 文字通りには�国産品愛用覚醒会�。

（注５７） SJMはアビド・フサイン委員会に強く反

発し，留保制度撤廃のようなアビド・フサイン報告が

でてきたのは，大企業中心の CII, FICCI, Assocham

などの政府に対する影響力のゆえと主張している［Ma-

hajan２００２，１６］。

（注５８） SJMの以下の webを参照。http://www.

swadeshi.org/movement.htm（２００２年１１月２５日アク

セス）。

（注５９） “Swadeshi Mela” は文字通りには�国産

品愛用まつり�。India Today（インターネット版），

“Swadeshi Jagran Manch: Mela as a Message,” Febru-

ary ８，１９９９（http://www.india-today.com/itoday/

08021999/swadeshi.html）を参照。同記事によると，

�スワデシー意識高揚行進�のもうひとつの目的は，

政府が，シガレットおよびたばこ製造分野で外国企業

の１００％株式取得を認めたことに対する抗議であった

という。この時期のSJMによる政権に対する突き

上げ圧力については，Business India ,January 25―

Feburary７，１９９９，“The SJM Shadow,” pp.３７―３８参

照。

（注６０） これらの組織は RSSおよびその関連団体

と密接な関係において成立しているため，一般に�一

家�（Sangh Parivar）と呼ばれる。

（注６１） アビド・フサイン自身もこのような認識を

示している（Interview with Abid Hussain on Oct. 28,

2002 in New Delhi）。

（注６２） パッケージはヴァジペイー首相によって発

表されたが，同首相はその２年前に LUBによって招

待された大会に触れ，LUBなどによる触発が SSIへ

のパッケージに結びついたひとつの大きな要因であっ

たことを示唆した［Ministry of Small Scale Industries

and Agro & Rural Industries２０００，１１］。

（注６３） もっとも報告は経済性が無く経営不振に陥

った企業は�退出（exit）＝倒産�を許す制度を整え

るべきとも述べている。この例からも完全に保護主義

的立場をとった報告ではない［Planning Commission

２００１b，１１２，１２９］。

（注６４） S・P・グプタ氏自身，今や留保制度や政

府の優先買い付けなどの諸制度は SSIが改革に順応す

るための暫定的な保護策であって，やがては “phase

out”するものという認識を示している（Interview with

S. P. Gupta on Oct., 23, 2002 in New Delhi）。

（注６５） この委員会が設立された背景には雇用の成

長に対する危機感があった。すなわち，全国標本調査

（National Sample Survey）は，１９８３から９３／９４年度

に２．３％の雇用労働の成長があったのに対して，９３／

９４年から９９／２０００年にはわずか１．０％に減速したこと

を示した［Planning Commission２００１b，２］。

（注６６）�平等党�の意味。１９９４年６月にジャナタ

ー・ダルの分裂によって成立。後進階級よりの社会主

義的イデオロギーを持つ。

（注６７） Hindu（インターネット版），２００２年６月

３０日（http://www.hinduonnet.com/THEHINDU/2002

/06/30/STORIES/2002063004050800.htm; http://www.

hinduonnet.com/THEHINDU/2001/09/08/STORIES

/02080002.HTM）。

（注６８） もともと１９９９年の総選挙で BJPを中心と

する国民民主連合は統一綱領で�第２世代改革�を掲

げ，経済改革のさらなる深化と同時に失業追放，雇用

創造を重点目標として掲げた。この点も委員会成立の
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背景にある［National Democratic Alliance１９９９］。

（注６９）１９９８年８月２８日の告示で発足。１９９９年の総

選挙などで委員会諮問事項や構成など何回か変更があ

った［Prime Minister’s Office１９９８］。

（注７０） http://www.laghu-udyog.com/publications

/reserveditems/deres.htm（２００２年５月１５日アクセ

ス）。

（注７１） 中央政府は２００１年の予算において�総合ア

パレル・パーク�（Integrated Apparel Parks）設置

計画を予算化し，海外からの直接投資を積極的に誘致

しようとした。既製服の留保解除はこれとセットにな

る政策である［Hindu, March ８，２００１］。

（注７２） これは以下の質問に対する答弁である。

C. N. Singh and Shri Sadashivrao Dadoba Mandlik,

“Removal of Products from List of SS Products” Lok

Sabha, Starred Question No.141.

（注７３） なお BJPは従来から都市部の中小企業層

に支持者が多いといわれることもあって野党としては

１９９０年代なかごろまで留保制度保持の姿勢を示してい

た。例えば１９９４年３月の全国執行委員会では留保制度

の実施の強化を決議している［Bharatiya Janata Party

１９９５，１６０］。

（注７４） CIIでさえ現在の小工業開発機構はそれ

ほど硬直的ではないと評価している（Interview with

Gurpal Singh, Senior Director, Confederation of Indian

Industry, Oct. 28, 2002）。

（注７５） Assochamの�中小企業専門委員会�（Ex-

pert Committee on Small and Medium Enterprises）

のメンバーとして各種政府審議会でAssochamの

意見を述べたジャヤント・パル・シン（Jayant Pal

Singh）は，留保制度は実態としてはほとんど意味の

ないものとして明確に切り捨てている（Interview with

Jayant Pal Singh, on Oct. 28, 2002 in New Delhi）。

（注７６） Interview with H. K. Kapur, Secretary, PHD

Chamber of Commerce and Industry, on Oct. 25, 2002

in New Delhi.

（注７７） Interview with Pankaj Jain（Indian Admin-

istrative Service）on Oct. 30, 2002 in New Delhi. こ

れらは小規模工業審議会など政府の重要な政策審議機

関で SSIの代表としてメンバーに名を連ねている。

（注７８） 同連合会は現在でも留保制度維持の立場を

訴えている。１９９９年のラガヴァン委員会報告にあえて

意見書を提出し，SSIの重要性と窮状を説き，留保制

度の必要性を訴えている［Ministry of Law, Justice and

Company Affairs１９９９］。

（注７９） 同連合会は留保制度維持の必要性も訴え

るが，より基本的なこととして政府の効率性，single

window systemなどの便宜の適切な運営などの改善

も州政府，中央政府に求めている（Interview with

Ashok Poddar, President, Federation of Associations

of Small Scale Industries of India, on Oct. 25, 2002 in

New Delhi）。

（注８０）２００１年５月の第４６回小規模工業審議会にお

ける発言から［Small Scale Industries Board２００１］。

（注８１） この団体はかつては FICCIに属していた

こともあったが現在は独立している。また CIIとはあ

まり良い関係にないという。すなわち大企業の利害関

係とは一線を画し，中小規模の工業の成長，近代化を

目指す団体という性格が強い。中小規模の企業にとっ

て留保制度の問題はむしろマイナーな問題で，真に重

要な問題は，信用供給，技術レベルの向上，WTO体

制の輸入自由化の環境でどのようにして，中小規模の

企業の利益を守り，成長させていくか，という点であ

るという（Interview with Anil Bhardwaj, Secretary

General, Federation of Indian Micro and Small and

Medium Enterprises, on Oct. 22, 2002）。

（注８２） 具体的には現在民営化が日程に上っている

�全国アルミニウム会社�（National Aluminium Com-

pany: NALCO）について政府に覚書を提出して，民

営化と同時に独占的行為に走ることのないように，ア

ルミニウムの輸入関税をゼロとするよう要求してい

る［Financial Express（New Delhi）, October 7, 2002

“SSUs for Near-Zero Duty on Aluminium after Nalco

Selloff”］。

（注８３） 出欠および賛否の情報は，Interview with

M. R. Gupta, President, Federation of Delhi Small Scale

Industries Associations, on Oct. 31, 2002 in New Delhi

による。

（注８４） LUBによれば比較的に考えが近いのはイ

ンド小工業団体連合と PHD商工会議所で，これらと
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共闘するように呼びかける場合もしばしばであると

いう（Interview with Jatinder Nath Joshi, Executive

Secretary, Laghu Udyog Bharati, on Oct. 24, 2002 in

New Delhi）。

（注８５） 例えば，コインバトル県小工業協会（The

Coimbatore District Small Industries Association）の

場合，留保解除決定は残念であるが，�パッケージ�

で与えられるクレジットの提供，技術の更新のための

信用と補助金がグローバルな競争力を高めるとして歓

迎している。Hindu（インターネット版），２００２年３

月１日（http://www.hinduonnet.com/THEHINDU/

2002/03/01/STORIES/2002030102060500.htm）。

また，SSI，零細工業も現在では留保制度解除に何

でもかんでも反対ということではない。例えば，イン

ド零細小工業連合（Federation of Tiny and Small In-

dustries of India）は品目ごとに独自のデータ（生産

コストなど）を集めきちんと研究評価し，必要があれ

ば留保解除の反対の根拠とするといっている。しかし

一方では SSIは中規模，大規模な企業に成長するとい

うこともあるから，その場合は留保制度は非合理で，

留保解除に同意すると述べている（Interview with B.

N. Chopra, Secretary, Federation of Tiny and Small In-

dustries of India, on Nov. 1, 2002 in New Delhi）。
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